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１ 計画策定の背景 

近年, 世界では開発途上国を中心に人口が急増し，人々の活動に伴う環境負荷が増加すると

ともに，第２次産業の発展により，エネルギー，水，食料等の需要が増大しています。この結

果，温暖化が一つの原因とされる極端な気象現象による災害等の発生，生物多様性の危機，海

洋プラスチックごみによる海洋汚染など，地球規模での環境問題が生じています。このような

地球規模の環境問題による影響は，本市においても年平均気温の上昇や集中豪雨の被害の発生，

外来生物による生態系の変化などの事象で私たちの生活の中に顕在化してきています。 

  地球規模の環境問題が顕在化する中，2015年の国連サミットでは「持続可能な開発のため

の 2030 アジェンダ」が全会一致で採択され，開発途上国のみならず先進国を含むすべての国

が 2016 年から 2030年に取り組む国際目標として，17 項目の「持続可能な開発目標（ＳＤ

Ｇｓ）」が設定されました。また，同年 12月には，温室効果ガス排出量削減等についての国際

的な枠組みである「パリ協定」が採択されるなど，地球規模の環境の危機を反映して国際的な

合意がなされ，時代は大きな転換点を迎えています。 

一方，我が国においては，本格的な少子高齢化・人口減少社会を迎え，今後数十年間は人口

の減少が避けられないとされています。こうした人口動態の変化は，地方における若年人口や

生産年齢人口の減少を伴い，地域コミュニティの弱体化を招き，例えば農林業の担い手の減少

による耕作放棄地の増加や里山の減少，狩猟者の減少などによる野生鳥獣被害の深刻化など，

環境保全の取組にも深刻な影響を与えています。このような変化は，本市においても例外では

なく，生活環境や自然環境に限らず，地域経済の縮小や都市機能の低下など，私たちの生活の

あらゆる面に影響が及ぶことが懸念されており，それぞれの課題は多岐にわたり相互に関わっ

ているなど複雑化しています。 

  このような中，2018 年４月に閣議決定された，国の「第五次環境基本計画」では，環境・

経済・社会の課題は密接に関わり複雑化しているとの認識のもと，「環境・経済・社会の統合的

向上」を目指すこととしています。また，今後の環境政策は，環境保全上の効果を最大限に発

揮できるようにすることに加え，経済・社会的課題の解決にも効果をもたらすようにデザイン

していくことも重要とされ，これらを具体化するための鍵の一つとして，地域の活力を持続可

能な形で最大限に発揮する考え方である「地域循環共生圏」（P22）の創造が掲げられていま

す。 

本市では，環境の保全及び創造における施策の総合的かつ計画的な推進のため，盛岡市環境

基本条例に基づいて，平成 12 年（2000年）に「盛岡市環境基本計画」を策定しました。そ

の後，多様化・複雑化する環境問題に対応するため，平成 23 年（2011年）に，計画期間を

平成 23年度（2011年度）から令和２年度（2020 年度）までとした「盛岡市環境基本計画

（第二次）」（以下「第二次計画」という。）を策定し，様々な施策に取り組んできました。本計

画は，第二次計画の計画期間が令和２年度（2020 年度）で終了となることから，これまでの

経緯や国内外の環境問題に対する状況の変化や第二次計画からの継続性を考慮して，今後 10

年間の本市の環境保全の基本的方針を定める盛岡市環境基本計画（第三次）を新たに策定する

ものです。 
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２ 計画策定の目的 

  本計画は，盛岡市環境基本条例において規定した基本理念の実現を目指し，環境の保全及び

創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策定するものです。 

計画では，市民・事業者・市の連携と協力による環境の保全及び創造のための取組を推進す

るため，環境に関する目指すべき将来像，市の環境施策の基本的方向，市民・事業者の各主体

が環境に配慮する上での指針などを示しています。 

 

 

  盛岡市環境基本条例（第３条 基本理念） 

   
 

  盛岡市環境基本条例（第８条 環境基本計画） 

   
 

  

第３条 環境の保全及び創造は，市民が健康で安全かつ快適な生活を営むことができる

健全で恵み豊かな環境を確保し，これを将来の世代に継承していくことを目的として

行われなければならない。 

２ 環境の保全及び創造は，多様な自然環境が有するそれぞれの特性に配慮し，人と

自然が共生できることを目的として適切に行われなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は，環境への負荷をできる限り低減することによって，健全

で恵み豊かな環境を維持しつつ，環境への負荷の少ない健全な経済の発展を図りな

がら持続的に発展することができる社会が構築されることを目的として，すべての

者のそれぞれの役割分担の下に自主的かつ積極的に行われなければならない。 

４ 地球環境保全は，地域の環境が地球全体の環境に深くかかわっていることをすべ

ての者が認識し，あらゆる事業活動及び日常生活において積極的に行われなければ

ならない。 

第８条 市長は，環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め，盛岡市環境基本計画（以下「環境基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 環境基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 

(１) 環境の保全及び創造に関する目標 

(２) 環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な施策の方向 

(３) 前２号に掲げるもののほか，環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するために必要な事項 

３ 市長は，環境基本計画を策定するに当たっては，事業者及び市民の意見を反映す

ることができるように必要な措置を講ずるとともに，盛岡市環境審議会の意見を聴

かなければならない。 

４ 市長は，環境基本計画を定めたときは，遅滞なく，これを公表しなければならな

い。 

５ 前２項の規定は，環境基本計画の変更について準用する。 
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３ 計画の位置づけ 

本計画は，本市のまちづくりの指針を示す「盛岡市総合計画」を環境面において補完するも

ので，環境行政のマスタープラン※としての役割を持っています。 

  計画の推進に当たっては，めざす将来像の実現に向け，関連する計画と連携を図ることとし

ます。また，具体的な施策の取組に当たっては，各環境分野の個別計画と併せて推進すること

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境基本計画の位置づけ  

国 

岩手県 

第五次環境基本計画 

岩手県環境基本計画 

第 15条 

環境基本計画 

第 36条 

地方公共団体の施策 

環境基本法 

盛岡市 
市のまちづくりの指針 

盛岡市総合計画（基本構想） 

環境面において補完 
関連する主な計画 

盛岡市地球温暖化対策 

実行計画（区域施策編） 

盛岡市一般廃棄物処理基

本計画 

環境分野の個別計画 

盛岡市都市計画マスタープラン 

盛岡市総合交通計画 

盛岡市緑の基本計画 

盛岡市景観計画 

など 

など 

盛岡市環境基本計画 

未来へとみんなが築く， 

自然と“わ”になるまち 

          “もりおか” 

連携 
盛
岡
市
環
境
基
本
条
例 

盛岡市自然環境及び歴史

的環境保全計画 
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 ４ 計画策定に当たっての視点 

近年，気候変動や海洋プラスチックごみ問題といった地球規模の広範囲にわたる環境問題

が生じていることから，本計画においては，本市における環境問題にのみ取り組むのではな

く，地球上の一員としての自覚を持ち，ＳＤＧｓのゴール達成にも寄与するような施策を展

開する視点も必要です。 

また，環境課題は経済・社会の課題とも密接に関わっており，特定の環境分野に関する課

題のみに重点を置くのではなく，経済・社会における課題も解決するような，分野横断的な

視点を持つことも重要です。 

以上のことから，本計画の策定に当たっては，下表の視点に留意します。 

 

環境基本計画策定にたっての視点 

計画策定の視点 内容 

環境の保全と創造の視点 
盛岡市環境基本条例で規定された基本理念の実現を目指す計画

として策定 

総合的な視点 
環境行政のマスタープランとしての役割を持っていることを踏

まえ，環境に関する施策の基本的方向性を示す計画として策定 

中・長期的な視点 
本市が目指す将来像を長期的な視点で設定するとともに，その

実現に向けた目標設定，解決すべき課題や施策の方向性を整理 

ＳＤＧｓの考え方の活用 
持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の考え方を活用し「持続可能

な社会の実現」等国際目標の達成にも寄与する施策として整理 

環境・経済・社会の総合的

向上 

環境課題の解決のみならず経済的側面や社会的側面を合わせた

分野横断的な施策展開を図るための計画として策定 

社会情勢の変化への対応 
国の第五次環境基本計画の閣議決定やパリ協定の締結など社会

情勢の変化を踏まえ，計画に反映 

循環・共生の視点 

限りある資源を循環させ，有効利用するとともに，恵み豊かな

自然と共生することで持続的な発展が可能な社会を目指す計画

として策定 

各主体の参画・連携 

近年の環境問題は複雑・多様化していることから，市民，事業

者，市，ＮＰＯ※等の多様な主体の参画・連携を推進するための

計画として策定 
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５ 計画が対象とする範囲 

近年の環境問題は，日常生活に関する身近なものから，地球規模に至るものまで広範囲に及

んでいます。また，それぞれの環境要素は複数の環境分野に重なっているため，効果的な解決

にはそれらを踏まえた施策の展開が重要となります。 

本計画における環境とは，盛岡市環境基本条例第７条に規定する施策の基本方針を踏まえ，

生活環境，自然環境，地球環境，歴史や景観などの文化的環境に加え，その中で取り組むべき

気候変動対策，循環型社会の形成，生物多様性の確保等も含まれます。これらを各種施策相互

の有機的な連携を図りつつ総合的にとらえていくこととします。 

  また，環境課題は経済・社会の課題とも密接に関わっていることから，環境分野だけでなく，

あらゆる課題を総合的に解決するような他分野における取組についても，計画の対象範囲に含

むこととします。 

 

  盛岡市環境基本条例（第７条 施策の基本方針） 

   
 

６ 計画の期間 

  本計画の期間は，令和３年度（2021 年度）から令和 12年度（2030 年度）までの 10年

間とします。 

  なお，本計画の上位計画である盛岡市総合計画の計画期間が令和６年度（2024年度）まで

のため，必要に応じ令和６年度（2024年度）に見直しを検討することとします。 

 

  

第７条 市は，環境の保全及び創造に関する施策を策定し，及び実施するに当たっては，

基本理念にのっとり，次に掲げる事項を基本として，事業者及び市民の協働の下に各

種の施策相互の有機的な連携を図りつつ，これを総合的かつ計画的に行わなければな

らない。 

(１) 市民の健康を保護し，及び生活環境を保全し，並びに自然環境を適正に保全

するよう，大気，水，土壌その他の環境の自然的構成要素を良好な状態に保持

すること。 

(２) 生物の多様性の確保を図るとともに，多様な自然環境を地域の自然的社会的

条件に応じて適正に保全すること。 

(３) 人と自然との豊かな触れ合いを保つこと。 

(４) すぐれた自然環境と永い伝統にはぐくまれた歴史的環境とが調和した環境

その他の人に潤いと安らぎをもたらす快適な環境を保全し，及び創造するこ

と。 

(５) 廃棄物の減量，エネルギーの有効利用，資源の循環的な利用等を推進するこ

とにより，環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会を構築すること。 
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７ 計画の全体構成 

  本計画は，本市の環境行政のマスタープランとなることから，第二次計画の計画期間中にお

ける，国内外の社会情勢等や本市における環境・経済・社会の変化を踏まえる必要があります。

また，ＳＤＧｓや国の第五次環境基本計画における考え方は，従来の特定の環境分野に関する

課題を直接的に解決することに比重を置いたものではなく，これまでの環境施策をベースとし

つつ，分野横断的な視点で取組を行っていくものとなっています。 

以上のことから，計画策定に当たっては，計画策定の視点や分野横断的な視点等を踏まえた

計画としての考え方等を整理することで，計画を実施していくこととなる市民，事業者，市等

の各主体にも計画の方向性等が分かりやすくなるように配慮します。 

本計画は，７つの章で構成するものとします。 

  

第１章は，計画策定の背景，計画の目的，位置づけ，策定に当たっての視点，対象範囲，計

画期間とし，本計画の基本となる考え方を示します。 

  第２章は，本市の概況を整理し，環境・経済・社会に係る課題や問題の抽出を行います。 

  第３章は，本市の長期的展望での目指すべき将来像を設定し，将来像を達成するための基本

的な考え方，計画全体の施策の構成について示します。 

  第４章は，総合的かつ分野横断的な視点で重点的に取り組む分野横断的施策を設定します。 

 第５章は，めざす将来像の実現や分野横断的施策を推進するために，環境分野ごとに基本方

針を設定し施策の方向性を明確にした上で，具体の環境分野の施策について示します。 

  第６章は，めざす将来像の実現のためには，市民，事業者による環境に配慮した取組が必要

不可欠であることから，市民，事業者による環境への配慮行動を示します。 

  第７章は，本計画の実行性を確保するために必要な仕組みなどを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画全体の構成 

第１章 計画の基本的事項 

第２章 市域の概況と課題 

第３章 めざす将来像・将来像を達成するための考え方 

第５章 環境分野の施策 

第６章 主体別の環境への配慮行動 

第７章 計画の推進 

第４章 分野横断的施策 
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本市を取り巻く環境に関する国内外の動向をまとめました。 

本市においても，これらを踏まえ取組を進めていく必要があります。 

 

〇国際的な動向 

キーワード 概 要 

持続可能な開発目標 

（ＳＤＧｓ） 

・2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。 

・17 のゴール・169のターゲットから構成される。 

パリ協定 
・気候変動対策に関する法的拘束力のある国際的な合意文書 

・気候変動のリスク抑制のために，「緩和策※」と「適応策※」の取組が必要 

海洋プラスチッ

クごみ問題 

・海洋ごみは，陸域で生じたプラスチックごみの海域への流出でも生じ，生態

系を含めた海洋環境の悪化などを引き起こしている。 

・生物のマイクロプラスチックの誤食による海洋生態系への影響の懸念 

生物多様性 
・生物多様性条約第 10回締約国会議で，「生物多様性戦略計画 2011-2020」

が採択され，2050年までに人類が自然と共生する世界を目指している。 

新型コロナウイ

ルス感染症 

・2019 年 12 月に確認されて以来，数か月でパンデミック（世界的大流行）

を引き起こし，社会経済活動に甚大な影響を与えている。 

・アフターコロナの政策の一つとして，グリーンリカバリー※がヨーロッパを

中心に提唱され，わが国でも実施することが環境大臣により表明されてい

る。 

 

〇国内の動向 

キーワード 概 要 

第五次 

環境基本計画 

・目指すべき社会の姿として持続可能な循環型社会の実現 

・環境・経済・社会の統合的向上により複合的な課題解決に当たる。 

・「地域循環共生圏」の創造により地域の価値・活力を最大限に発揮 

地球温暖化 

対策計画 

・温室効果ガス※削減目標として，「2030 年度に 2013 年度比 26％削減」 

・温室効果ガスの排出の抑制等のための総合的かつ計画的な施策の推進 

気候変動 

適応計画 

・緩和策に全力で取り組むと同時に将来予測される被害の回避・低減を図る適

応策に取り組むことが重要 

生物多様性国家戦略 

2012-2020 

・今後の自然共生社会のあり方を示す基本戦略の設定 

・2020 年から次期生物多様性国家戦略の策定に向けた検討が行われている。 

第四次循環型社会 

形成推進基本計画 

・循環型社会の形成に関する施策の基本的な方針等 

・「多種多様な地域循環共生圏形成による地域活性化」などの 7 つの柱 

プラスチック 

資源循環戦略 

・３R+Renewable（再生可能な資源）を基本原則とした，プラスチックの発

生抑制，資源循環の取組が強く求められている。 

食品ロスの削減の 

推進に関する法律 

・市民，事業者，地方公共団体などの多様な主体が連携し，国民運動として食

品ロスの削減を推進する必要がある。 

 

〇岩手県の動向 

キーワード 概要 

岩手県 

環境基本計画 

・計画期間平成 23 年度（2011年度）～令和２年度（2020年度）として，基

本目標“みんなの力で次代へ引き継ぐいわての「ゆたかさ」”を掲げている。 

・計画期間が令和 2年度（2020年度）のため，次期環境基本計画の策定中 

 

本市を取り巻く環境に関する国内外の動向 
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１ 盛岡市の概況 

(1) 位置と地勢 

   本市は，岩手県のほぼ中央に位置し，東西約 45.6 ㎞，南北 40.7 ㎞にわたり最高点は南

東部に位置する早池峰山に連なる毛無森山の標高 1,472.2m，最低点は北上川流域乙部の標

高 99m で，総面積は 88,647ha となっています。 

岩手山や姫神山をはじめとした山々が連なり，市内を流れる北上川，中津川，雫石川，市

街地を囲む田園地帯や丘陵地などの自然に恵まれた環境にあります。また，県都として，都

市的な機能としての役割を担いながら，城下町形成以降の歴史的文化的景観も見られるなど

自然環境と都市機能の調和に加え，歴史と文化を備えたまちとなっています。 

 

(2) 人口 

   2019 年 12 月末日における本市の総人口は 288,470 人であり，男女別では男性が

136,252 人，女性が 152,218 人となっています。 

1995 年度からの推移をみると，2006 年１月に玉山村との合併により人口が増加しまし

たが，その後増減を繰り返し，2015 年度以降では減少傾向にあります。このような人口の

減少は，今後も続くことが予想され，盛岡市人口ビジョンでは，市民の結婚・出産・子育て

や就労の願いに応えると仮定した場合でも 2040 年に 26～27 万人程度になると推計され

ています。 

一方，世帯数は，1995年以降増加の傾向となっています。 

 

盛岡市における人口及び世帯数の推移 

 

出典：2010～2018 年データは，盛岡市統計書（平成 30 年版）による 

2019 年８月末日データ，2020 年 6 月末日データは住民基本台帳による 

2030 年，2040 年データは，盛岡市人口ビジョン（2015年 10月 盛岡市）にお

ける合計特殊出生率が岩手県の推計と同様の伸び率を示した場合の推計人口 
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   年齢別人口では，生産年齢人口が減少傾向にある一方で，高齢者人口の割合は高くなる傾

向となっています。 

 

盛岡市における生産年齢人口（15～64歳）と 65歳以上人口割合の推移 

  
    出典：平成 12～平成 27年国勢調査結果（総務省統計局）を加工して作成 

 

(3) エネルギー収支※ 

環境省が提供する地域経済循環分析ツール※を用いた本市の分析結果では，燃料や電気など

のエネルギーに関する収支を示すエネルギー代金※は，ＧＲＰ（域内総生産）※の 1.8％に当

たる 19８億円が市外に流出しており，流出額は，石油・石炭製品が最も多く，次いで石炭・

原油・天然ガスとなっています。 
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２ 盛岡市の現況と課題 

(1) 経済的な現況と課題 

本市の経済の循環構造は，エネルギー代金が市外に流出している状況にあることから，地

域におけるエネルギー収支の改善につながる取組が必要となります。また，生産年齢人口の

流出の課題に対応する取組も重要となります。 

課題 必要となる取組 本計画における施策 

エネルギー代金
の流出 

エネルギー収支の改善
に関する取組 

第４章 - １ - (3)  
エネルギーの収支改善（P28） 

生産年齢人口の
流出 

新たな技術を活用した
人手不足の克服 

第４章 - １ - (2) 
新たな技術の活用（P27） 

 

(2) 社会的な現況と課題 

本市は，県都として，都市的な機能としての役割を担いながら，豊かな自然を有しており，

また，城下町形成以降の歴史的文化的景観も見られるなど，自然環境と都市機能の調和に加

え，歴史と文化を備えたまちとなっています。 

このような環境や文化は，将来世代に継承していく必要がありますが，近年の人口減少傾

向は，今後も続くことが予想され，環境保全等に取り組む担い手の不足が懸念されます。そ

のため，各主体の協働や環境啓発を通じた担い手の育成が今後必要となります。 

課題 必要となる取組 本計画における施策 

人口減少に伴う
環境保全等に取
り組む担い手の
不足 

各主体の協働による取
組 

第４章 - ２ - (3) 
ネットワークづくり（P31） 

第４章 - ３ - (2) 
環境啓発の推進（P34） 

第５章 - １ 
各主体が協働しながら，持続可能な社会を形
成し，継承するまちづくり（P39～41） 

環境啓発を通じた担い
手の育成 

      

(3) 環境の現況と第二次計画における課題 

第二次計画では，５つの目指す環境像を実現するため，それぞれに総合的な指標と管理指

標を定め，進捗管理を行ってきました。第二次計画での課題や環境の現況は次の通りです。 

ア 協働・継承（啓発） 

第二次計画においては，環境学習拠点の整備や，環境学習講座の継続的な開催など，環

境保全活動を担う人材の育成を行うとともに，事業者等との協働による事業の実施，各種

イベント等を通して立場を越えた情報や人的交流の促進を実施してきました。指標として

用いた環境啓発事業等への参加者数も高い水準を維持しており，市民・事業者意識調査で

は，環境が良くなったと感じている市民の割合が多いなど，これまでの環境に関する取組

の成果が現れています。 

しかしながら，環境に関する課題は日々変化しており，気候変動が自然環境や生活環境

の課題にも影響するなど，それぞれが関連し複雑化しています。今後は，そのような状況

にも対応するため，これまで以上に各主体による協働を推進するとともに，充実した環境
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啓発を実施していくことが重要となります。 

課題 必要となる取組 本計画における施策 

複雑化する環境
課題への対応 

各主体の協働による取
組 

第４章 - ２ - (3) 
ネットワークづくり（P31） 

第４章 - ３ - (2) 
環境啓発の推進（P34） 

第５章 - １ 
 各主体が協働しながら，持続可能な社会を形
成し，継承するまちづくり（P39～41） 

充実した環境啓発の実
施 

 

イ 気候変動 

気候変動の影響はさまざまな形で，私たちのまわりに顕在化しています。第二次計画で

は，公共施設への太陽光発電システムやペレットストーブ等の木質バイオマスの導入の促

進，一般住宅への太陽光発電システム等設置補助制度の実施等により，温室効果ガス排出

量の削減を図ってきましたが，目標値に達していません。気候変動対策を進めるには，今

までの取組に加え，ＺＥＨ※（ネットゼロエネルギーハウス），ＺＥＢ※（ネットゼロエネ

ルギービル）等の新しい技術の活用や，既に生じ，またこれから予測される気候変動に適

応するための取組が重要となります。 

気候変動対策の重要性が高まる中，近年，新たな問題として，再生可能エネルギー※設備

の設置が自然破壊や景観への悪影響を及ぼすケースが生じています。今後は，このような

問題に対応して，適切な再生可能エネルギー設備の設置を推進していく必要があります。 

課題 必要となる取組 本計画における施策 

顕在化する気候
変動の影響 

今までの取組に加え，
新たな技術を活用 

第４章 - １ - (2) 
 新たな技術の活用（P27） 
第５章 - ２ - (2) 

エネルギーの効率的な利用の促進（P43） 

気候変動への適応 

第４章 - ３ - (1) 
ライフスタイルの転換（P34） 

第５章 - ２ - (5) 
 気候変動への適応（P45） 

再生可能エネル
ギー設備による
自然破壊等の影
響 

適切な再生可能エネル
ギーの設置 

第５章 - ２ - (1) 
再生可能エネルギー等の普及促進（P43） 

 

ウ 循環型社会 

第二次計画では，循環型社会の形成を目指し，ごみ減量，資源再利用化の推進を図ってお

り，家庭ごみの排出量が減少傾向にあるなど，日常的な啓発活動の成果が表れているものと

考えられます。 

しかし，本市における１人１日当たりのごみ排出量は県全体平均よりも多く，また，管理

指標である資源率も当初の値を下回っており，今後もさらなる取組を行っていくことが必要

となります。また，近年問題となっている食品ロスについては，本市における実態を踏まえ

て，他計画との整合を図りながら，取組を行っていく必要があります。 
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課題 必要となる取組 本計画における施策 

県全体平均より
も高いごみの排
出量・資源率の低
下 

３R※の推進 

第４章 - １ - (1) 
環境ビジネスの拡大（P27） 

第５章 - ３ - (1) 
 ３R の推進（P47） 

食品ロスの課題 
食品ロスの実態把握・
対応 

第４章 - ３ - (1) 
ライフスタイルの転換（P34） 

第５章 - ３ - (1) 
 ３R の推進（P47） 

 

エ 自然環境 

本市は，市街地においても貴重性の高い植生が見られるなど，多くの優れた自然環境を有

しています。第二次計画では，多くの管理指標が達成もしくは達成に準ずる実績となってお

り，まちづくりアンケート調査でも多くの人が「自然が守られていると思う」や「公園や街

路樹などのまちの中の緑が多いと思う」と答えています。 

水や緑や空が，守るべき環境であるということを改めて認識し，今後も豊かな自然環境を

守り続けていくことが必要となります。 

課題 必要となる取組 本計画における施策 

良好な状態の維
持 

自然環境保全の継続し
た取組 

第４章 - ２ - (1) 
自然・歴史・快適な都市機能が調和した 
まちづくり（P30） 

第４章 - ２ - (2) 
地域資源の最大限の活用（P31） 

第５章 - ４ 
 生物多様性を確保しながら人と自然が共生
できる社会の形成（P49～51） 

 

オ 生活環境 

本市における大気汚染や水質汚濁など，市民生活の健康や安全に係る環境はおおむね良好

な状態に保たれています。第二次計画では，各管理指標は目標未達成の項目が多くなってい

ますが，達成率を数値として見ると，おおむね高い達成率となっています。 

また，景観についても各種取組により良好な景観の維持形成が図られており，景観計画の

基準に適合した建築行為等の割合は 100％を維持しています。 

今後も安全・安心な生活環境を守るとともに，自然環境と歴史的環境が調和した盛岡らし

い景観の保全・形成に取り組むことが必要となります。 

課題 必要となる取組 本計画における施策 

良好な状態の維
持 

生活環境保全の継続し
た取組 

第４章 - ３ - (3) 
暮らしの基盤となる生活環境の保全（P35） 

第５章 - ５ - (1) 
安全・安心な生活環境の保全（P53～54） 

景観保全の継続した取
組 

第４章 - ２ - (1) 
自然・歴史・快適な都市機能が調和した 
まちづくり（P30） 

第５章 - ５ - (2) 
 魅力的な景観の保全・形成（P54） 
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北上川は東北地方を代表する清流の一つ 

本市を南北に流れる北上川は，岩手町御堂を源泉として岩手県から宮城県へ流れる東北最

大の河川であり，冬には白鳥が飛来し，秋には鮭が遡上するなど東北地方を代表する清流の

一つとなっています。河川の水は，農業用水や生活用水として利用されるなど私たちの生活

に欠かせません。また，河川や水辺にはたくさんの鳥や魚，昆虫などがすみ，草花や樹木も

みられ，河川の景観では市全域で「北上川」が象徴的な存在となっています。 

 

旧松尾鉱山の坑廃水による水質汚濁 

現在の北上川は私たちにさまざまな恵みをもたらしてくれますが，河川が茶色く濁り，大

きな社会問題となった時代もありました。 

明治 15年（1882年）に岩手県八幡平の中腹で硫黄鉱床の大露頭が発見され，松尾鉱山

として硫黄を生産し，当時の埋蔵量は東洋一の規模を誇ったといわれています。硫黄は，肥

料や医薬品等の様々な原料として使用され，日本の近代化にも大きく貢献しました。しかし

ながら，昭和 47 年（1972 年）に閉山した後も鉱山から流出する大量の坑廃水が北上川の

支流である赤川に流出し続け，強酸性水で有害物質のヒ素も含んでいることから，北上川の

水質汚濁が大きな社会問題となりました。 

この強酸性水により，北上川は魚類の生息できない川となり，その影響は宮城県境まで及

びました。 

 

現在もそして将来まで続く坑廃水処理 

昭和 56年（1981年）に，旧松尾鉱山から流出する強酸性水を中和し水質汚濁を改善す

るための中和処理施設が完成し，施設による坑廃水処理が開始されるとともに北上川は清ら

かな流れを取り戻しました。この施設は現在でも稼動しており，清流を保つためには，22

世紀になっても継続する必要があると見込まれています。 

 

将来世代にも現在の清流を引き継ぐために 

多くの人々が努力してきた歴史を経て現在の清流が保たれていること，坑廃水処理を継続

することで，将来世代に現在の清流を引き継ぐことができるということは忘れてはならない

大切なことです。 

 

 

北上川の歴史 
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1 めざす将来像（スローガン） 

 

 

  盛岡市環境基本条例第３条の「基本理念」，第７条の「施策の基本方針」を踏まえ，本計画の

めざす将来像（スローガン）として，「未来へとみんなが築く，自然と“わ”になるまち“もり

おか”」を掲げます。 

 

 

「未来へとみんなが築く」 
「未来へ」は，盛岡の良好な環境を将来の世代に引き継ぐという意味を込めるとともに，本

計画がＳＤＧｓのゴールも目指すものであるということを表しています。 

「みんな」には，盛岡市環境基本条例の基本理念にある環境保全及び創造を，すべての者の

それぞれの役割分担の下に自主的かつ積極的に行うことを表しています。 

「築く」には，従来の環境に関わる施策も継続しつつ，環境・経済・社会の総合的向上とい

った分野横断的な取組を通して“もりおか”をつくりあげていくことや，時に見過ごされがち

だった各地域の資源，特性に改めて目を向けることで，その価値に「気付く」という意味を込

めています。 

 

「自然と“わ”になる」 
「自然」とは，盛岡の環境の特徴でもある豊かな水辺や緑，美しい景観のまち並みや歴史的・

文化的遺産などを表します。 

「わ」には，「環」・「和」・「輪」のそれぞれにおいて意味を込めています。「環」は様々

な資源が循環する自立・分散型の社会の形成，「和」は “自然環境と都市機能の調和”をイメ

ージし，「輪」には市民や事業者との協働の下に各種の施策相互の有機的な連携（パートナー

シップ）も表しています。  

未来へとみんなが築く， 

  自然と“わ”になるまち“もりおか” 
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２ めざす将来像を達成するための基本的な考え方 

本計画のめざす将来像を実現するためには，環境に限らず，経済・社会の課題についても同

時解決につながるような施策を展開していくことが重要となります。しかしながら，環境に関

する課題を挙げてみると，その分野や問題は多岐にわたり複雑化しています。そこで，本計画

ではめざす将来像を達成するための基本的な考え方を示します。 

 

(1) 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の考え方の活用 

ＳＤＧｓは，それぞれの目標は独立しているものではなく不可分であり，総合的に取り組

むことが必要とされています。例えば，私たちの暮らしや企業の経済活動は，環境という基

盤の上に成り立っており，環境の復元力を超えて資源を採取し，環境に負荷を与える物質を

排出し続ける経済発展は持続的なものとは言えません。逆に，環境を重んじるために経済活

動を止めることも私たちの暮らしが成り立たないものとなります。それぞれの課題が相互に

関連していることを認識し，施策の推進に当たっては，トレードオフ※の関係にある問題が生

じた場合でも，どちらかを犠牲にするのではなく，分野横断的な解決策を見出し，同時解決

（マルチベネフィット※）を目指すことが重要となります。 

本市の目指す将来像の実現に向けて計画を推進するに当たっては，トレードオフの問題が

生じた場合にもＳＤＧｓの考え方を活用し，同時解決を目指す取組を推進していくこととし

ます。 
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ＳＤＧｓのゴールと環境施策の関連性 

環境基本計画に関連するゴール SDGsの達成に貢献する施策 

 

飢餓をゼロに ライフスタイルの転換，３Ｒの推進 

 

すべての人に健康と福祉を 
暮らしの基盤となる生活環境の保全， 

魅力的な景観の保全・形成 

 

質の高い教育をみんなに 
環境啓発の推進， 

環境保全活動を担う人材の育成 

 

安全な水とトイレを世界中

に 

森林・農地・水辺の保全， 

安全・安心な生活環境の保全 

 

エネルギーをみんなに 

そしてクリーンに 

再生可能エネルギー等の普及促進， 

エネルギーの効率的な利用の促進 

 

働きがいも 

経済成長も 
環境ビジネスの拡大 

 

産業と技術革新の基礎を 

つくろう 

環境ビジネスの拡大，新たな技術の活用， 

低炭素型のまちづくりの推進 

 

住み続けられるまちづくり

を 

地域資源の最大限の活用，野生動植物の生息・

生活環境の保全と人との共生 

 

つくる責任，つかう責任 環境ビジネスの拡大，３Ｒの推進 

 

気候変動に具体的な対策を 二酸化炭素吸収源の確保，気候変動への適応 

 

海の豊かさを守ろう 不法投棄の防止 

 

陸の豊かさを守ろう 
野生動植物の生息・生活環境の保全と人との共

生，森林・農地・水辺の保全 

 

パートナーシップで目標を 

達成しよう 
ネットワークづくり，各主体との協働の推進 
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(2) 環境・経済・社会の総合的向上に向けた取組 

   本市における環境の課題には，化石燃料の使用に伴うエネルギー代金の域外流出等の経済

的な側面，人口減少による環境保全等に取り組む担い手の不足といった社会的な側面が見ら

れるなど，課題は複雑化しており，分野横断的な課題解決のためには，環境・経済・社会の

総合的向上に向けた取組が重要です。 

   経済社会活動が健全で恵み豊かな環境を基盤としていることを念頭に置きつつ，めざす将

来像の実現に向け，経済・社会の課題解決にもつながるような分野横断的な取組を行ってい

くこととします。 
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(3) 本市における地域循環共生圏の創造 

国の第五次環境基本計画では，目指すべき社会の姿として，「地域循環共生圏」の創造が

掲げられています。地域循環共生圏とは，地域ごとに異なる資源が循環する自立・分散型の

社会を形成しつつ，それぞれの地域の特性に応じたつながりを構築するというものです。 

本市は，都市的な機能，歴史的な環境，豊かな自然環境など地域資源に恵まれた地域であ

り，それぞれの地域は資金や資源等の提供などにより多種多様な繋がりが生じています。 

めざす将来像の達成のためには，各々の地域が持続可能である必要があり，地域資源をこ

れまで以上に活用することで地域の活性化につなげていくことを目指します。また，地域資

源は，市域に限らず周辺市町村も含めることで効率的な活用に繋がる事もあることから，広

域での取組といった視点も踏まえることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市における地域循環共生圏の概念図 

 

 

 

 

 

  

中山間地域 

市街地 

食料，水，自然エネルギー 

自然災害の防止等 

自然保護 

環境啓発 

消費行動等 

林 業 
・市産材 

市民・事業者・

市 

 廃棄物処理施設 

・クリーンセンター 等 

廃棄物・資金 

熱エネルギー 

地域新電力 

電力 資金 

電力 

資金 

 木質バイオマス施設 

・ユートランド姫神 等 
熱エネルギー 

資金 

資源 

文化的資源 
・歴史との調和 

・自然との調和 

・景観    等 

健康的な生活 

資金 

農 業 
 ・りんご 

 ・短角牛 等 

資金 

農産物 

資金 

電力 

資金 

太陽光・風力発電施設 

・中央卸売市場太陽光 等 

資金 

林産物 

⑨ 

② ⑤ 

① 

③ 

④ 

⑥ 
⑦ 

⑧ 

⑧ 
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①市域面積の約 73％を占める森林は，本市の豊かな資源の一つであり，中山間地域の活性化

や防災等の多面的機能の発揮が期待されるものです。森林資源の有効活用と森林の適正な管

理のため，木材を建築材料や木質バイオマス燃料として利用することは，人と自然との共生

や地域内における資源・資金の循環へとつながっていきます。 

 ②木質バイオマスについては，ユートランド姫神のチップボイラーや市の庁舎のペレットスト

ーブ等，複数の機器が設置され，近年では，趣味的な面での人気も高まっており，一般家庭

における導入も増加しています。木質バイオマスの普及は，地域内におけるエネルギーの循

環，木材需要の高まりによる林業の活性化，カーボンニュートラル※という性質により地球温

暖化の防止等に貢献するものです。 

③本市には，盛岡りんごやもりおか短角牛など，魅力ある特産品が複数あります。これらの認

知度の向上や利用促進・消費拡大を図ることは，農業の活性化だけではなく，地産地消によ

る環境負荷の低減や，食や農への意識啓発など様々な効果が期待されるものです。 

 ④豊かな水辺や緑，歴史的・文化的な遺産，それらが織りなす美しい景観などは，盛岡の環境

の特徴であり，人々にうるおいや安らぎを与えるものです。人々が長年をかけて築き，そし

て継承されてきたこれらの環境を守り続け，そして，その魅力を最大限に活かすことによっ

て，未来につなげていくことが求められます。 

 ⑤日々排出される廃棄物を資源としてとらえ，循環的に使用することや処理工程において得ら

れるエネルギーを有効活用することは，自立・分散型の社会に向けた取組の一つです。本市

では，クリーンセンターにおいて廃棄物の燃焼によって得られるエネルギーを発電や余熱利

用施設の熱源として活用しているほか，堆肥化によって廃棄物系バイオマスを有効利用して

いる地域もあり，このような取組を今後も継続していく必要があります。 

 ⑥本市には，中央卸売市場に設置してあるメガソーラーや姫神ウィンドパーク（風力発電設備）

など多くの再生可能エネルギー施設が存在しており，住宅においても太陽光発電設備の導入

が進んでいます。今後も，気候変動対策や分散型エネルギーの取組として，再生可能エネル

ギーのさらなる普及が求められます。 

⑦地域密着型の電力小売事業者である地域新電力※は，エネルギーの地産地消※により電力を地

域内で循環させる上で必要不可欠な存在です。地域新電力の存在により，エネルギー事業に

おいて様々な可能性が広がり，環境による様々な付加価値を最大限活用することができるこ

とから，今後，地域新電力を活用した取組を進める必要があります。 

⑧本市には，北東北の交流拠点や県都としての都市機能を有する市街地と，多種多様な自然環

境を有し農林業の場となる中山間地域の両方が存在しています。それぞれの地域が特性に応

じて，互いに補完し，支えあうことが自立分散型の社会を形成することにつながります。 

 ⑨それぞれの取組を推進するためには，市民・事業者・市がそれぞれの立場で，それぞれの役

割に応じて環境に配慮した行動を実践し，かつ，様々なパートナーシップのもと，お互いに

連携と協力を図っていくことが重要です。 
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３ めざす将来像を達成するための施策の構成 

(1) 分野横断的施策の設定 

    めざす将来像を実現するため，総合的かつ分野横断的な視点で重点的に取り組む施策を「経

済」，「地域」，「暮らし」をキーワードとして設定しました。 

分野横断的施策は，環境分野以外の様々な分野の施策も含まれており，事業を実施する上

でのＳＤＧｓの考え方や新たな目的意識を提示するものであり，それによってそれぞれの分

野における事業目的だけではなく，あらゆる分野への貢献を認識し，環境・経済・社会の総

合的向上を目指して実施されるものです。 

なお，それぞれの施策は，内容として重複する部分もありますが，１つの施策を実施する

ことで複数の課題に貢献する施策を実施することにもつながり相乗効果が生じます。 

 

(2) 環境分野の施策の展開 

    これまで実施してきた環境分野における施策については，環境課題に対する直接的な対策

と分野横断的施策を支える施策として，継続して推進していく必要があります。環境分野ご

とに基本方針を定め，施策の方向性を明確にし，分野ごとに施策を展開することとします。 

 

 

本計画における施策の構成 
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１ 経済 

分野横断的施策１：経済  環境と経済の好循環  

 

関連するＳＤＧｓのゴール  

 
   

経済を犠牲にした環境への取組は，持続性がなく短期的なものとなりがちです。長期的な環

境への取組を実現するためには，環境と経済が両立することが重要となります。 

近年，ＥＳＧ投資※拡大・普及が世界的に進んでおり，環境や社会，経済の課題解決を図るこ

とは，持続可能なビジネスモデルを構築する上で重要であるという認識が浸透しつつあります。 

本市においても経済面における環境への意識の高まりが見られ，事業所アンケートの結果か

らは，多くの事業者が環境対策への取組が経営面においても重要であるという認識を持ってい

ることが分かります。 

これらのことから，環境と経済が両立し，互いに好循環を生む経済システムの構築を目指し

ます。 

 

【ロードマップ】 

取組事項 

年度 

 

環境ビジネスの拡大 

 

新たな技術の活用 

 

エネルギーの収支改善 

 

 

 

★新たな環境ビジネスの率先的活用 

★効果検証，手法見直し・改善・実施 

★廃棄物の排出を抑制する消費行動の 

検討・啓発の実施 

★効果検証，さらなる活用の取組検討・

実施 

★効果検証，改善，さらなる活用の取組

検討・実施 

★グリーン購入の実施，環境配慮契約の

取組検討・実施 

★地域新電力の 

活用方法検討 
★取組の実施 

★効果検証，改善・取組の実施 

★新技術の情報収集・取組検討・実施 

 
★水素利用の技術情報収集・取組検討 

 

★新たな技術の情報収集・導入検討 

 導入の実施・効果検証 

★徹底した省エネルギーの推進 

 
★再エネ活用の取組検討・実施 

★エネルギーの

地産地消の 

情報収集・ 

手法検討 

令和 12(2030) 令和６(2024) 令和３(2021) 

★取組の実施 
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(1) 環境ビジネス※の拡大 

  地球規模での環境問題の解決に向けた取組等もあり，環境ビジネスの市場規模や雇用規模

は継続して拡大基調にあります。経済活動においても，生産・消費・廃棄が一方通行だった

ものから，経済活動のあらゆる段階において，資源の効率的・循環的な利用が促進されてい

ます。このような潮流の中で，本市においても，環境ビジネスの拡大を図り，循環性の高い

経済システムへの転換に貢献することが求められます。 

  

  
 

(2) 新たな技術の活用 

  新たな技術は，様々な課題を解決へと導くことが期待されています。例えば，急速に発達

しているＡＩ※（人工知能）やＩoＴ※（モノのインターネット）といったＩＣＴ※（情報通信

技術）は，有効活用することにより，様々な知識や情報が共有され，新たな価値を生み出す

ことで様々な課題の克服につながり，少子高齢化・人口減少に伴う人手不足の克服にもつな

がることが期待されています。 

経済的な視点から見ても，新たな技術を活用することは，生産性を向上させるだけでなく，

先進的な事例としての付加価値や新たな事業の創出などが期待できるため，重要な取組です。 

 

  
 

 

 

 

 

環境ビジネスの拡大に関する施策 

① 3R の促進や資源の効率的な利用により，循環性の高い経済システムへの転換を促しま

す。 

② グリーン購入※や環境配慮契約を推進することにより，環境ビジネスにおける需要の拡

大を図ります。 

③ 「リース」や「シェアリング※」などは，製品の所有権を有する事業者にとって，長寿

命化やリサイクルしやすい設計を行う意義が大きいことから，これらのビジネス形態

を率先的に活用することにより，循環性の高い製品の流通を促します。 

④ 地域新電力を活用することにより，エネルギーの地産地消や地域における環境ビジネ

スを活性化させ，地域経済に貢献します。 

新たな技術の活用に関する施策 

① ＩＣＴ（情報通信技術）によるＥＭＳ※（エネルギーマネジメントシステム）等を活用

することにより，施設や設備における低炭素化や省エネルギー，資源の効率性の向上

を図ります。 

② 電力を水素に変換して貯蔵（POWER-to-Gas※）する技術は，電力系統安定化への貢

献や運輸部門の温室効果ガス排出削減，災害時も含めたエネルギーの安定供給等につ

ながることが期待されていることから，技術開発・実証等の進行に合わせ，水素利用

を検討していきます。 
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(3) エネルギーの収支改善 

本市における地域経済は，エネルギー代金が域外に流出する構造となっています。また，

再生可能エネルギーによる発電設備の導入についても，県外からの投資により設置したもの

が多く，結果的に地域で循環するエネルギー代金が少なくなるといった課題が生じています。  

これらの課題を解決するには，「エネルギー」は「資金」であるという認識のもと，それぞ

れの範囲に応じた取組を推進していく必要があります。例えば，個々の建物においては，徹

底した省エネルギーの推進により，放出され無駄になるエネルギー（資金）を最小限に抑え

ることが重要です。地域という範囲においては，本市だけでエネルギーを賄うことは限界が

あることから，盛岡広域圏などの地域の中で資源を融通しながら，再生可能エネルギー資源

を最大限に活用することや，エネルギーを効率的に利用することが求められます。そして，

このような地域内でエネルギー（資金）が循環することは，新たなビジネスや雇用の創出に

貢献するもので，地域経済の活性化につながります。 

 

  
 

 

 

 

  

エネルギーの収支改善に関する施策 

① 徹底した省エネルギーの推進により，気候変動対策だけではなく，支出の削減による

生産性の向上や地域内におけるエネルギー消費の抑制に寄与します。 

② 市内や周辺の自治体に豊富に存在する，木質バイオマス，廃棄物系バイオマス，地熱，

風力，太陽光など，再生可能エネルギー資源を最大限に活用することにより，削減し

たエネルギー代金を地域内で循環させ，雇用の確保や所得の向上につなげます。 

③ 地域資源により生み出した熱や電気のエネルギーを地域内で消費するエネルギーの地

産地消により，エネルギーの収支改善を効率的に進めます。 
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２ 地域 

分野横断的施策２：地域  魅力ある地域づくり  

 

関連するＳＤＧｓのゴール  

 
 

国の計画において示された「地域循環共生圏」では，地域資源を最大限活用しながら自立・

分散型の社会を形成しつつ，地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより，地域の活

力が最大限に発揮されるとされています。 

本市は，人々が長い年月をかけて築き上げてきた歴史や文化，美しいまち並み，水資源やバ

イオマス資源など，さまざまな魅力を備えています。それらの地域資源を活用しながら，魅力

ある地域づくりに取り組むことにより，地域循環共生圏の創造につなげていく必要があります。 

 

 

【ロードマップ】 

取組事項 

年度 

 

自然・歴史・快適な 

都市機能が調和した 

まちづくり 

 

地域資源の 

最大限の活用 

 

 

 

★効果検証，連携する計画の見直しに

よる新たな施策の実施 

★緑の保全と緑化の推進に係る取組 

（盛岡市緑の基本計画と連携） 

★歴史的・文化的遺産等の一体的な保全 

（盛岡市景観計画等と連携） 

★地域公共交通網の形成に関する取組 

（盛岡市総合交通計画等と連携） 

★コンパクトな市街地形成や交通網の

充実に関する取組 

（盛岡市都市計画マスタープラン

等と連携） 

令和３(2021) 

★自然環境の保全に係る取組 

★歴史的・文化的な地域資源活用に関す

る取組検討・実施 

★新・湯治の取組検討，周知啓発 

★地域特産品のＰＲ 

★効果検証，さらなる活用の取組検討・

実施 

★ごみ焼却施設における余熱エネルギーの有効活用，新たな手法の検討 

★継続した木質バイオマスの活用，あらたな活用の仕組みづくり検討・活用実施 

令和６(2024) 令和 12(2030) 
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取組事項 

年度 

 

ネットワークづくり 

 

災害リスクを考慮した 

地域づくり 

 

 

(1) 自然・歴史・快適な都市機能が調和したまちづくり 

本市は，中心市街地から岩手山や姫神山などの山並みや丘陵地を望むことができ，北上川

や雫石川，中津川，簗川等が交わり，水と緑がまち並みを構成する重要な要素になっていま

す。本市のまちづくりは約 400 年前の盛岡城築城を契機に進められ，城を中心とした城下

町の構造が継承されながら，明治以降も県都として発展してきた歴史を物語る歴史的建造物

が点在し，歴史的・文化的資源は，まちへの親しみやほこりを感じさせるものになっていま

す。盛岡に残る自然環境，長い歴史の中で育まれてきた歴史的環境は，各分野の課題解決を

進めていく上で最も基盤となる要素です。 

また，機能的な都市の形成は，あらゆる環境に良い影響を与え，コンパクトな市街地の形

成や交通網の充実などは，生活環境や地球環境にも影響を与えるものであり，環境施策の基

盤となる取組と言えます。  

    

  
 

 

 

自然・歴史・快適な都市機能が調和したまちづくりに関する施策 

① 水と緑によるうるおいのあるまちづくりを推進することにより，身近な緑と生物多様

性の確保に貢献します。 

② 歴史的・文化的遺産と豊かな緑を一体的に保全し，景観を守り続けることにより，う

るおいや安らぎのある生活環境を保ちます。 

③ コンパクトな市街地の形成と交通網の充実により，自家用車利用から徒歩や自転車，

公共交通機関の利用への転換を促すことによって，人と環境にやさしい機能的なまち

づくりを推進します。 

④ 市街地や郊外部に拠点となる交通結節点を配置し，これらの結びつきを強化するとと

もに，中山間地などでは集落内や最寄りの拠点と連絡する地域のニーズに合った移動

手段を確保するなど，地域公共交通網の形成により，誰もが移動しやすい交通環境の

構築を目指します。 

令和３(2021) 

★効果検証，手法見直し・改善・実施 

★多様な主体との協働の実施，協働体制の構築 

 
★都市と農山村とのつながりの構築に

関する取組検討・実施 

★都市間交流の推進と協働による取組

の検討・実施 

★効果検証，連携する計画の見直しによ

る新たな施策の実施 

★森林の適正な管理による取組実施 

（盛岡市森林整備計画と連携） 

★地域の分散型エネルギー取組検討・

実施 

情報収集，取組の検討 

★取組の実施，効果検証，手法見直し・

改善・実施 

令和６(2024) 令和 12(2030) 
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 (2) 地域資源の最大限の活用 

本市は，多くの魅力ある地域資源を有しているものの，それを最大限活用できている状態

とは言えません。 

例えば，市内に点在する明治以降の近代化遺産を中心とした歴史的建造物は，これまでも

一部は観光文化施設として活用されてきましたが，地域づくりの資源としての認識が十分さ

れていないものも多く存在します。これらの建造物について，保存や維持にのみ注力するの

ではなく，イベント会場や観光資源としての活用も推進することで，地域に新たな付加価値

が生み出されます。 

地域に眠る資源に気付き，活用することは，地域における環境・経済・社会の総合的向上

に向けた取組の具体化の第一歩であり，これを持続することが魅力ある地域づくりにつなが

ります。 

 

  
 

(3) ネットワークづくり 

地域における課題の解決には，担い手不足やノウハウの不足などの問題もあるため，自身

の努力で課題を解決するといった行動のみでなく，地域住民等が共にアイデアを出し合い，

支え合い，助け合うことが大切です。 

多様な主体の協働（パートナーシップ※）は，ＳＤＧｓの基本的な考え方である「５つのＰ

※：People（人間），Planet（地球），Prosperity（繁栄），Peace（平和），Partnership（パ

ートナーシップ）」の一つにも掲げられており，さまざまな取組を進める上で，今後さらに重

要となります。 

パートナーシップも含め，地域においてあらゆるネットワークが形成されているかどうか

は，その地域の魅力に直結してくるものです。 

地域資源の最大限の活用に関する施策 

 

① 豊かな自然環境を保全することにより，生物多様性の確保や自然が織りなす美しい景

観の形成に貢献します。 

② 歴史的・文化的な地域資源を再認識し，イベントや観光資源としての活用を推進する

ことにより，環境啓発の推進や地域資源の保全を図ります。 

③ 現代のライフスタイルに合った温泉地の過ごし方である「新・湯治※」を推進すること

により，温泉による健康増進効果だけではなく，温泉地周辺の多様な自然，歴史・文

化，食などといった地域資源への理解の促進と温泉地の活性化に貢献します。 

④ 盛岡りんごやもりおか短角牛など，魅力ある特産品をＰＲすることにより，地産地消

と農業や食への関心を高めることで，食品ロスの削減を推進します。 

⑤ 廃棄物を資源としてとらえ，その処理過程で得られるエネルギーを発電や余熱利用施

設の熱源として有効に利活用することにより，エネルギー収支の改善や良好な生活環

境の確保に貢献します。 

⑥ 木質バイオマス資源を活用した地域づくりにより，林業や木材産業の活性化，森林の

適正な管理が進むことによる二酸化炭素の吸収源の確保を図ります。 
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(4) 災害リスクを考慮した地域づくり 

平時から災害時まで一貫した安全を確保することは，健康で心豊かな暮らしの実現や魅力

的な地域づくりにつながります。 

例えば，適切な森林の整備は二酸化炭素の吸収源としての役割の機能の強化につながると

ともに，土砂災害の防止や低減につながる取組です。また，地域ごとに自立した分散型エネ

ルギー※として再生可能エネルギーの導入を推進することは，災害時に必要なエネルギーを迅

速に供給することにつながります。 

 

   

ネットワークづくりに関する施策 

① 多様な主体の協働（パートナーシップ）により，環境を含め様々な事業の効率的な推

進や担い手不足等の地域課題に貢献します。 

② 食や観光などの地域資源を持続的に活用していくことにより，都市と農山村における

自然的なつながり（自然の恵み）と経済的なつながり（資金・人材等）を構築します。 

③ 都市間交流や市外における盛岡の魅力のＰＲなど，対外的なネットワークづくりを促

進することにより，地域資源の活用や他都市との協働を推進します。 

 

災害リスクを考慮した地域づくりに関する施策 

① 多様で健全な森林整備を推進することにより，自然環境が持つ環境保全機能を向上さ

せ，災害の防止や低減を図ります。 

② 平時から事故・災害時まで一貫した安全を確保するため，各地域において自立した分

散型エネルギーの取組を推進します。 
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３ 暮らし 

分野横断的施策３：暮らし  持続可能な暮らしへの転換  

 

関連するＳＤＧｓのゴール  

 
   

地球規模での気候変動，環境破壊が進んでいる現状やエネルギー資源などは有限であるとい

う事実から，このままでは，現在の暮らしを続けていくことができなくなるのではないかと危

ぶまれています。持続可能な社会の実現には，私たちの暮らしが，安全・安心で良好な生活環

境を保つことが前提となります。そして，私たちができることは，現状を正しく把握し，市民

一人ひとりがこれまでの暮らしを見直し，自ら考え，できる範囲で環境に配慮した行動を取る

ことです。 

これらのことから，ライフスタイルの転換と安全・安心な生活環境の保全により，持続可能

な暮らしへの転換を目指します。 

 

【ロードマップ】 

取組事項 

年度 

 

ライフスタイルの転換 

 

環境啓発の推進 

 

暮らしの基盤となる 

生活環境の保全 

 

★気候変動適応策の検討・取組実施 

★効果検証，手法見直し・改善・実施 ★食品ロス削減の取組検討・実施 

★ＥＳＤの実施・普及促進の検討 

 
★自然に関する環境啓発の検討・実施 

 

★効果検証，手法見直し・改善・実施 

★環境モニタリングの実施，情報の発信 

★感染拡大防止の取組検討・実施 

 

★効果検証，手法見直し・改善・実施 

★プラスチック等の廃棄物の発生抑

制・適正処理の取組実施 

 

★効果検証，手法見直し・改善・実施 

★徒歩や自転車移動の推進 

（盛岡市総合交通計画と連携） 

★効果検証，連携する計画の見直しによ

る新たな施策の実施 

 

★ライフスタイルにあった働き方の 

啓発・取組実施 

★効果検証，手法見直し・改善・実施 

令和３(2021) 

★環境啓発内容の検討・実施 

 

令和６(2024) 令和 12(2030) 
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(1) ライフスタイルの転換 

  持続可能な暮らしへの転換には，私たちの行動がどのような影響を与えるのかを理解し，

その上で，ライフスタイルを見直していく必要があります。 

  例えば，本来食べられるにもかかわらず，捨てられてしまう食品ロスの問題は，食料の多

くを海外からの輸入に依存しているわが国においては，多額の輸送費用が発生し，さらには

廃棄処分による費用や環境負荷も生じます。そのことを理解し，食品ロスを削減させる行動

を促進する必要があります。 

  私たちのライフスタイルは，環境問題だけではなく，健康増進など様々なものに影響を与

えることから，あらゆる課題の解決に結びつくライフスタイルへと転換することが必要とな

ります。 

 

  
 

(2) 環境啓発の推進 

   私たちの暮らしを持続可能なものへと転換していくには，私たちの行動が価格の安さや利

便性の高さのみを追求するのではなく，その背後にある社会的な費用や環境への負荷にも意

識を向けることが必要です。そのためには，環境啓発を推進することにより，正しい知識と

新たな「気付き」を与えることが重要となります。 

   

  
 

 

 

 

 

ライフスタイルの転換に関する施策 

① 一人ひとりの「もったいない」意識の醸成を図り，多様な立場から食品ロスの削減に

取り組める環境づくりを進めます。 

 ② 徒歩や自転車移動を推進することにより，健康増進や温室効果ガスの削減，自動車騒

音などの環境負荷の低減に貢献します。 

 ③ 熱中症対策や感染症対策，災害への備えなど，気候変動に適応した生活への転換を図

ります。 

④ テレワーク※などのライフスタイルにあった働き方を推進することにより，仕事と育

児・介護との両立がしやすい環境をつくるだけではなく，通勤に伴う二酸化炭素排出量

の削減や通勤時間の削減による生産性の向上，感染症拡大の防止に貢献します。 

環境啓発の推進に関する施策 

① 環境啓発の推進により，ライフスタイルを見直すきっかけづくりと環境への意識の高

まりを促します。 

② ＥＳＤ※（持続可能な開発のための教育）により，人々の暮らしの転換を図り，持続可

能な地域づくりを担う「人づくり」に貢献します。 

③ エコツーリズム※等の自然に関する環境啓発を実施することにより，都市と農山村との

ネットワークの形成に貢献します。 
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(3) 暮らしの基盤となる生活環境の保全 

  自動車交通や事業活動，日常生活による環境への負荷は，大気汚染，土壌汚染，騒音，振

動など様々な環境の変化をもたらし，私たちの生活に影響を及ぼしています。健康で安全な

生活を営んでいくためには，大気や水など私たちを取り巻く環境が良好な状態にあることが

前提となります。また，私たちの生活は，様々な環境リスクを抱えており，環境汚染や感染

症の流行などが与える経済活動等への影響は計り知れず，このようなことからも，生活環境

の保全は重要な取組と言えます。 

 

  
 

 

  

暮らしの基盤となる生活環境の保全に関する施策 

① 大気や水など私たちを取り巻く環境が良好な状態に保たれているか現状を把握し，情

報を共有することにより，安全・安心な生活環境を保全します。 

② 感染症の流行は，暮らしの基盤を揺るがすほどの影響を生じることもあることから，

日常における手洗いや換気等の感染拡大防止につながる衛生的な取組を推進します。 

③ 海洋プラスチックごみ問題は，陸域のプラスチックごみが河川等を経由して海域に流

出することによっても発生しており，海に面していない本市においても課題であるこ

とから，プラスチック等の廃棄物の発生抑制，適正処理に努めます。 
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○施策の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再生可能エネルギー等の普及促進 

エネルギーの効率的な利用の促進 

低炭素型のまちづくりの推進 

二酸化炭素吸収源の確保 

３Ｒの推進 

廃棄物の適正処理の推進 

不法投棄の防止 

森林・農地・水辺の保全 

基本方針２ 
気候変動対策を推進しながら

形成する，低炭素型のまちづく

り 

 

基本方針１ 
各主体が協働しながら，持続可

能な社会を形成し，継承するま

ちづくり 

 

基本方針４ 
生物多様性を確保しながら人

と自然が共生できる社会の形

成 

 

基本方針３ 
廃棄物の発生を抑制しながら，

資源を循環利用する社会の形

成 

 

 

野生動植物の生息・生活環境の保

全と人との共生 

基本方針５ 
健康で安全かつ快適な生活を

営むことができる良好な環境

の確保 

 

安全・安心な生活環境の保全 

環境保全活動を担う人材の育成 

環境に配慮した行動の促進 

各主体との協働の推進 

施策の方向 基本方針 施策分野 

魅力的な景観の保全・形成 

気
候
変
動 

緑や自然とのふれあいの促進 

循
環
型
社
会 

自
然
環
境 

協
働
・
継
承 

生
活
環
境 

気候変動への適応 
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１ 協働・継承 

基本方針１ 各主体が協働しながら，持続可能な社会を形成し，  

継承するまちづくり 
 

関連するＳＤＧｓのゴール  

 
 

本市では，これまで市民や事業者などと協働しながら，生活環境や自然環境の保全，循環

型社会の構築，気候変動対策など，多岐にわたる施策に取り組んできました。その結果，市

域の環境はおおむね良好な状況で保全されていると言えます。 

一方，人口減少や人口構造の変化が一因となって環境活動の担い手の減少などを招き，環

境保全活動を担う人手の不足や，環境保全に対する活力が低下することが懸念されています。  

このような中，私たちが，この豊かで良好な地域環境を将来にわたって守り，育み，将来

世代へと継承していくためには，活動に関わる各主体の協働が不可欠です。また，将来にわ

たり環境保全活動等を担う人材を育てていく上で，将来を担う子どもたちへの環境教育・環

境学習を推進することが必要です。 

 

  【総合的な指標】 

指標 単位 

令和元年度 

（2019年度） 

実績 

令和 12年度 

（2030年度） 

目標値 

目指す方向 

市立学校や市立社会教育施設で行わ

れる環境啓発事業等への参加者数 

（生活環境の保全） 

人 * 36,000 36,000 
 

市立学校や市立社会教育施設で行わ

れる環境啓発事業等への参加者数 

（自然体験，自然との共生） 

人 * 220,000 220,000  

市立学校や市立社会教育施設で行わ

れる環境啓発事業等への参加者数 

（地球環境への貢献） 

人 * 37,000 37,000  

* 平成 27 年度（2015 年度）～令和元年度（2019 年度）の実績値平均（千人未満切上げ） 

【管理指標】 

指標 単位 

令和元年度 

（2019年度） 

実績 

令和 12年度 

（2030年度） 

目標値 

目指す方向 

環境学習講座の参加者数 人 * 400 500 
 

盛岡市子どもエコチャレンジの 

参加者数【累計】 
人 14,918 33,000 

 

* 平成 27 年度（2015 年度）～令和元年度（2019 年度）の実績値平均（百人未満切上げ） 
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 (1) 各主体との協働の推進 

本計画の上位計画である盛岡市総合計画の基本構想において，まちづくりを考える上で重視

する視点として，「共につくるまち」があります。環境保全活動といった環境に関わる活動につ

いても，良好な環境を維持・向上させていくためには，市民，町内会・自治会，教育機関，Ｎ

ＰＯ，事業者，市など多様な主体がそれぞれの分野で活動の成果をあげていくとともに，それ

ぞれの特徴を生かし，連携しながら協力し合う，協働による取組が重要です。 

 

  
 

(2) 環境保全活動を担う人材の育成 

人の考え方や行動が環境に大きな影響を与えることから，将来にわたって良好な環境を守

り継承していくためには，子どもから大人までを含めたあらゆる世代の市民が環境に対する

正しい理解と知識を持ち，自ら考え，適切な行動を取ることが重要です。そのためには，環

境教育・環境学習により，各主体の環境保全意識を高め，環境施策を推進する土台づくり必

要となります。 

また，環境教育・環境学習の推進とともに，市民，町内会・自治会，教育機関，ＮＰＯ，

事業者，市などの各種団体が協カ・連携しながら，環境保全活動に取り組んでいくための仕

組みづくりを進め，情報の共有や人材の交流を図るなど，環境保全活動を担う人材の育成と

ともに，良好な環境が継承できる環境づくりも重要となります。 

 

ア 環境教育・環境学習の推進 

  
  

① 情報や器材の提供や交流を通じて，環境に関するボランティア活動やＮＰＯ活動を支援

するとともに，協力と連携を促進します。 

② 農林業イベントの開催，市民農園や農産物などの産直施設の整備などにより，農林業の

重要性の啓発や，人的交流の促進を図ります。 

③ 環境に関わる人材の育成を進めるため，教育機関・ＮＰＯ・事業者・市などの連携を進

めます。 

④ 環境啓発イベントや環境学習の場を通じて，市民・教育機関・ＮＰＯ・事業者・市など

が互いの環境に関わる活動や課題を学びあうなど，情報や人的交流の促進を図ります。 

① 環境体験学習施設など環境学習拠点の整備を図ります。 

② 環境教育副読本を発行するなど，小中学校での環境教育への支援を進めます。 

③ 自然観察会，水生生物調査，星空観察会，こどもエコクラブ※活動などの体験型環境学

習を進めます。 

④ 公民館などでの環境講座の開催により環境学習に接する機会の提供に努めます。 

⑤ 環境教育・環境学習プログラム，環境人材育成の研究・開発を進め，子どもや大人など

それぞれの状況に応じた環境教育を推進します。 
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イ 環境情報の収集・提供 

  
 

 (3) 環境に配慮した行動の促進 

持続可能な社会を実現するためには，市民一人ひとりが，環境問題について正しく理解し，

日常生活や事業活動において，これまでの暮らしを見直し，環境のために何ができるか，何

をすべきかを考え，実行することが必要です。各主体と協働しながら，環境保全活動等の普

及・啓発に努め，環境に配慮した行動を促進します。 

 

  
 

 

 

  

① 二酸化炭素排出量等の見える化による取組意欲の向上のため，電気やガス等のエネルギ

ー使用量から二酸化炭素排出量が計算できる環境家計簿等の活用に向けた情報発信を

行います。 

② 年次報告書や環境情報誌を定期的に発行するほか，市のホームページで環境の状況に関

する情報や，環境イベント等への参加呼びかけなど，環境情報を提供します。 

③ 県の環境学習交流センターと連携して環境情報の発信などを行います。 

① 市が率先して環境マネジメントシステム※に取り組むとともに，事業者に対して環境マ

ネジメントシステムの普及を促進します。 

② エコマーク商品※など環境保全型商品の利用促進など，環境に配慮した生活を送る消費

者（グリーンコンシューマー※）を増やすための啓発を進めます。 

③ 低農薬・有機農産物，農地の存続や流通段階のエネルギー消費の削減に寄与する地場産

品の普及に向けた啓発を進めます。 

④ 環境に配慮した暮らしや活動について情報の提供を進めるとともに，市民参加による実

践活動の推進を図ります。 

⑤ ＥＳＤ（持続可能な開発（発展）のための教育）の考え方を普及させるとともに，環境

に配慮した暮らしや行動を促進します。 

⑥ 家畜排せつ物等の有効利用による堆肥等の施用や化学肥料・農薬の使用の低減を図り，

環境保全型農業，簡易包装の推進など，事業者の環境に配慮した活動を促進するための

啓発を進めます。 

⑦ 市産材の安定した供給や木材利用を推進するため，市民と事業者のネットワークの整備

を図ります。 
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２ 気候変動 

基本方針２ 気候変動対策を推進しながら形成する， 

      低炭素型のまちづくり 
 

関連するＳＤＧｓのゴール  

 
 

私たちの便利で快適な生活や事業活動を支えているエネルギーの多くは，石油，石炭などの

化石燃料を原料としています。これを消費することによって排出される二酸化炭素は，気候変

動に密接に関係しており，その影響が気温の上昇や短時間強雨の発生などのかたちで私たちの

生活に現れてきています。 

これらのことから，温室効果ガス排出量を削減できる再生可能エネルギーや省エネルギーへ

の取組を進めるとともに，低炭素型のまちづくりの推進や二酸化炭素を吸収する機能のある森

林の保全に努めていきます。 

また，様々な環境への負荷の低減を図ったとしても避けられないと予測される影響に対して，

適応するための取組も進めます。 

 

  【総合的な指標】 

指標 単位 

平成 28年度 

（2016年度） 

実績 

令和 12年度 

（2030年度） 

目標値 

目指す方向 

温室効果ガスの総排出量 千 t-CO2 2,443 1,702 
 

    

【管理指標】 

指標 単位 

令和元年度 

（2019年度） 

実績 

令和 12年度 

（2030年度） 

目標値 

目指す方向 

市の公共施設の木質バイオマス機器

による二酸化炭素排出の削減量 
t-CO2 251 650 

 

通勤時における自動車の 

交通利用分担率 
％ 67.4 53.0 

令和６（2024）年度 

 

施業が行われた民有林の面積 ha 762 997 
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 (1) 再生可能エネルギー等の普及促進 

本市には，木質バイオマス，地熱，風力，太陽光など，再生可能エネルギー資源が豊富に

あります。温室効果ガス排出量を削減していくためには，化石燃料に依存しない再生可能エ

ネルギーを積極的に導入していくことが重要であることから，周辺環境に配慮しながら地域

の自然的特性を活用した再生可能エネルギーの導入・利用を促進していきます。 

 

  
  

 (2) エネルギーの効率的な利用の促進 

温室効果ガスの排出を削減するためには，エネルギー使用機器を最新のものに更新する，

あるいは再生可能エネルギー設備を導入して既存エネルギーの代替を進めることやエネルギ

ーマネジメントシステムの導入などにより使用するエネルギーの最適化を図るなどハード面

での取組が効果的です。また，温室効果ガスの排出量を抜本的に削減していくためには，市

民一人ひとりがライフスタイルにおいて省エネ意識を持ち，低炭素化していくことが重要で

す。 

 

  
 

 

① チップボイラー※，薪ストーブなどの導入を推進し，木質バイオマスの利用を進めます。 

② 地中熱利用をはじめとする再生可能エネルギー設備の公共施設での導入を検討します。 

③ 再生可能エネルギーの最新技術の動向などの情報を提供し，普及に努めます。 

④ 再生可能エネルギーの導入や設備の設置を推進するための具体策について検討します。 

⑤ 自然環境や景観などにも配慮した適切な再生可能エネルギー設備の設置を促します。 

⑥ 水素エネルギーに関する情報を収集し，具体的な利活用方法について検討します。 

① ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）やＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・

ビル）について情報を提供し，普及に努めます。 

② 公共施設では高断熱・高気密で自然採光や通風に配慮した建築物の導入を図るととも

に，高効率照明器具※やエネルギーマネジメントシステムの導入を進めるなど，省エネ

ルギー化を推進します。 

② 公共施設の省エネルギー化に当たっては，リース事業やＥＳＣＯ事業※などを活用する

ことによって，効率的に推進します。 

③ 節電や冷暖房の設定温度の適正化など省エネルギー型の生活の工夫について，情報を提

供するとともに，意識の改革を促します。 

④ バスなどの公共交通や一般車両において，環境負荷の少ない自動車を普及するために，

電気自動車等の低燃費車や低公害車※の情報を提供します。 

⑤ アイドリングストップ※運動やエコドライブ※の促進など自動車の適正運転の普及に努

めます。 

⑥ 地域資源を活用したエネルギーの消費や地域新電力の活用により，エネルギーの地産地

消を推進します。 

⑦ 二酸化炭素など温室効果ガスの排出削減のため，交通面なども含め，資源・エネルギー

の有効利用を進め，今までの生活様式の見直しについて意識の改革を促します。 
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 (3) 低炭素型のまちづくりの推進 

低炭素型のまちづくりを実現していくためには，都市機能を適正に集約化することや公共

交通機関の充実・強化等を図り，都市活動でのエネルギー利用の効率性を高めるとともに，

エネルギー消費を抑制することが重要です。公共交通機関の利用促進を図りつつ，交通流の

円滑化に努め，低炭素型のまちづくりを推進します。 

 

  
  

(4) 二酸化炭素吸収源の確保 

本市は，市域面積の約 73％を森林が占めているなど，多くの緑がある地域特性を有して

います。適切な森林管理を行い森林環境の保全や再生を図り，森林における二酸化炭素の吸

収を最大限に促す施策を展開していきます。 

 

  
 

 

 

 

① 都市機能の集約や再開発事業等による高密度で複合的な土地利用の推進により，都市活

動でのエネルギーの効率的な利用を図ります。 

② 主要な地域と中心市街地を結ぶ利用しやすい公共交通軸の充実・強化を図り，自家用車

利用から公共交通機関の利用への転換を促進します。 

③ 中心市街地における歩道や自転車走行空間を拡充し，徒歩や自転車での回遊性の向上を

図ります。 

④ 自転車利用の多い路線における自転車走行空間の確保や，自転車駐輪場の整備等によ

り，自転車利用環境を改善し，自転車の利用促進を図ります。 

⑤ ユニバーサルデザイン※による誰もが利用できる安全で快適な歩行者空間の整備を図

ります。 

⑥ ノーマイカーデーの設定や時差出勤の実施などを進め，交通渋滞の緩和を図り，交通流

の円滑化に努めます。 

⑦ 幹線道路や橋梁の整備，交差点改良，踏切拡幅，道路と鉄道との立体交差など，基盤整

備を進め，交通流の円滑化に努めます。 

⑧ 違法駐車の防止の指導や啓発を図り，交通流の円滑化に努めます。 

⑨ 温室効果ガスであるフロン※などの回収・破壊を進めます。 

⑩ ウォーカブル推進都市※として，居心地が良く歩きたくなるまちなかを形成します。 

① 森林等の緑の保全により，二酸化炭素吸収源の確保に関する対策を進めます。 

② 森林の持つ二酸化炭素の吸収機能※を高度に発揮させるため，間伐等の保育作業や適時

の伐採・再造林等により森林の健全化を図ります。  

③ 公共施設の改築や新築に当たっては，盛岡市木材利用推進方針※に基づき可能な限り木

材を利用し，二酸化炭素の固定化に努めます。 
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 (5) 気候変動への適応 

温室効果ガスの排出を抑制する取組（緩和策）が世界的に進められてきましたが，最大限

の取組が行われたとしても，当面は気候変動の影響が平均気温上昇や局地的な大雨の発生に

よる水害や土砂災害，熱中症や動物が媒介する感染症の拡大といった健康被害，農作物への

影響等，さまざま影響が生じている，もしくは今後生じると予測されています。 

これまでの温室効果ガスの排出を抑制するための取組（緩和策）に加え，気候変動による

影響を回避・低減するための取組（適応策）を進めていきます。 

 

  
  

① 気候変動の影響による被害を最小限とするため，地域の防災・減災力の強化など，各分

野における気候変動適応に関する施策を推進します。 

② 気候変動の影響について，研究事例等の情報収集や水質のモニタリング等により把握に

努めるとともに，影響の回避・低減のための取組について情報提供を行います。 

③ 暑熱※による生活への影響を軽減する熱中症予防について，市民へ情報提供を行いま

す。 

④ 感染症に関する情報を市のホームページ等に掲載し，感染症の発生予防及びまん延の防

止に努めます。 
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３ 循環型社会 

基本方針３ 廃棄物の発生を抑制しながら， 

資源を循環利用する社会の形成 
 

  関連するＳＤＧｓのゴール  

 
 

過去において行われてきた資源の大量消費・大量廃棄型の生活は，自然の循環をさえぎり，

資源の枯渇や廃棄物問題などを引き起こすものでした。資源の循環的な利用などが進むことに

よって環境へ与える負荷は減少しつつありますが，現在においても食品ロスなどが問題になっ

ています。循環型社会の形成のため，無駄なく資源を使う観点から，これまで以上に，廃棄物

の発生抑制を行いながら，廃棄物ととらえられてきたものをできる限り資源として循環利用す

る取組や不法投棄等の防止をさらに推進していきます。 

 

  【総合的な指標】 

指標 単位 

令和元年度 

（2019年度） 

実績 

令和８年度 

（2026年度） 

目標値 

目指す方向 

ごみ総排出量 ｔ 108,210 102,369 
 

 

【管理指標】 

指標 単位 

令和元年度 

（2019年度） 

実績 

令和８年度 

（2026年度） 

目標値 

目指す方向 

家庭ごみ（資源を除く）の 

１人１日当たりの排出量 
g 480 448 

 

事業系一般廃棄物の年間排出量 ｔ 41,445 38,708 
 

資源率（（行政回収資源量＋資源集団

回収量）/家庭ごみ総排出量） 
％ 23.1 28.1 
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(1) ３Ｒ※の推進 

環境に与える負荷を少なくするため，ごみの減量，資源の循環的な利用などを進める必要

があります。ごみの分別を徹底し資源化を進めるとともに，発生を抑制するための仕組みづ

くりを進め，製品の再利用や再生品の利用の拡大のための啓発活動を進めます。 

 

ア  家庭ごみの減量 

  
 

イ 事業系ごみの減量 

  
 

 (2) 廃棄物の適正処理の推進 

減量・資源化の取組を推進するとともに，廃棄物については，生活環境の保全や公衆衛生

の向上のためにも適正に処理する必要があります。 

盛岡広域圏の構成市町及び関係一部事務組合とも相互に連携しながら，廃棄物の適正処理

を推進します。 

 

ア ごみの処理 

  
 

イ し尿の処理 

  

① フードバンクポスト※活用，フードドライブ※の実施を通じて未利用食品廃棄物の削減

及び活用に努めます。 

② 各家庭でできる生ごみの減量方法を紹介するほか，生ごみの資源化方法について調査・

研究を進めます。 

③ 小売業者や市民団体と連携し，プラスチックごみの減量を目指したライフスタイルを提

案します。 

④ 地域の特徴に沿った啓発と実践行動の促進に取り組み，一人ひとりのごみの減量と資源

再利用の意識醸成を図ります。 

⑤ 資源集団回収の促進等，資源やごみを起点に地域コミュニティの活性化につなげます。 

⑥ 地域において資源を保管するための施設（ストックヤード）の設置等について支援しま

す。 

① 飲食店等と連携して，事業系食品ロスの削減を図ります。 

② 業種や事業規模に応じた排出傾向を把握し，効果的な指導助言を展開します。 

③ 事業者に対して紙類や缶，びん，ペットボトルなどの資源化を働きかけます。 

① ごみの処理に当たっては，処理施設からの排ガスの性状や放流水の水質に係る検査を徹

底するなど，公害の防止に努め，周辺環境の保全に配慮しながら適正処理を進めます。 

② 自動車タイヤなど適正処理が困難な一般廃棄物について，市民及び事業者との協力体制

を構築するなどして適正処理の確保に努めます。 

③ 産業廃棄物の適正処理が推進されるよう指導するとともに，関連情報を幅広く収集し，

ニーズに沿った的確な情報を事業者へ提供します。 

 

 

① し尿・浄化槽汚泥については，関係一部事務組合との連携を図りながら，適正処理を進

めます。 
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 (3) 不法投棄の防止 

近年，市内における不法投棄は減少傾向にありますが，引き続き，市民や事業者への啓発

や定期的な監視パトロールを継続し，不法投棄の防止に努めます。 

 

  
  

① 不法投棄を防止するため，パトロールを継続するとともに，看板の設置などによる啓発

を進めます。 

② 民間団体による自主的な環境美化活動への支援を進めます。 

③ 公共の場所などの清潔の保持など，市民の環境美化意識を高揚させるための啓発を行

い，全市的な環境美化活動の実施と定着を図ります。 

④ たばこの吸い殻などのごみのポイ捨て防止のために，歩道に表示を行うなど，マナー向

上の啓発に努めます 

⑤ ごみ集積場所の適正な管理に努めます。 

⑥ 河川等を経て海へ流出するごみを抑制するため，河川の清掃活動を促進します。 
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４ 自然環境 

 

基本方針４ 生物多様性を確保しながら人と自然が 

共生できる社会の形成 
 

  関連するＳＤＧｓのゴール  

 
 

本市には多様な自然環境が存在し，その中で多くの生物がいのちをはぐくんでいます。生物

の多様性がどれくらい確保されるかは，生態系の豊かさを示す尺度であり，生態系を構成して

いる生物が多様であるほど，その生態系は安定しているといわれています。生物多様性を確保

しながら，人間と自然が共生できる社会を目指します。 

 

  【総合的な指標】 

指標 単位 

令和元年度 

（2019年度） 

実績 

令和 12年度 

（2030年度） 

目標値 

目指す方向 

まちづくり評価アンケート調査で

「自然が守られていると思う」と答

えた市民の割合 

％ 80.4 86.0 
 

まちづくり評価アンケート調査で

「公園や街路樹などのまちの中の緑

が多いと思う」と答えた市民の割合 

％ 77.2 80.0 
 

 

【管理指標】 

指標 単位 

令和元年度 

（2019年度） 

実績 

令和 12年度 

（2030年度） 

目標値 

目指す方向 

市域における森林区域の割合 ％ 73.2 73.2 
 

市域における農用地区域の割合 ％ 8.5 8.5 
 

 

(1) 森林・農地・水辺の保全 

森林や農地は生産活動の場であるとともに，多くの生物の生息・生育場所であるほか，二

酸化炭素の吸収，水源かん養※，保水機能などの多くの環境保全機能を有している貴重な財産

です。このことから，土地利用の適正化や森林の適正管理を進めるなど森林の保全を図ると

ともに，農業経営の安定化や環境に配慮した水利施設の整備に努めるなど農地の保全を図り

ます。また，健全な河川生態の維持・回復を進め，緑の創出に努めるなど水辺の保全を図り

ます。 
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ア 森林の保全 

  
 

イ 農地の保全 

  
 

ウ 水辺の保全 

  
 

(2) 野生動植物の生息・生活環境の保全と人との共生 

   多様な生態系が維持されるためには，森林，農地，水辺など野生動植物の生息・生育環境

が良好な状態で維持されるとともに，その連続性を確保する必要があります。 

   希少野生動植物の保護や市街地における緑化の推進を図る一方，既存の生態系を破壊する

外来種※や農作物被害などをもたらす有害鳥獣に対しては被害防止のため計画的な対応を行

っていく必要があります。 

「盛岡市自然環境及び歴史的環境保全計画」に基づき，生物多様性を確保し，野生動植物

と人とが共生する社会をめざし，自然環境の保全に努めます。 

① 土地利用計画に基づく土地利用の適正化を進め，森林の保全を図ります。 

② 水源かん養機能など森林が有する多様な公益的機能を恒久的に発揮させるため，複層林

施業※や長伐期施業※の導入など，生育状況や森林の保全に配慮した林業生産活動の促

進を図ります。 

③ 森林を適切に保全するため，市産材利用を促進します。 

④ 森林巡視により，病虫害や森林火災など森林被害の防止に努めます。 

⑤ 林内作業道等，林業生産基盤の整備を支援し，森林資源の循環を図ります。 

⑥ 森林の持つ保水能力の維持・向上のため，森林の適切な維持管理に努めます。 

⑦ 水道水源の保全を目的とする各種施策を推進します。 

① 土地利用の適正化により，集団的優良農地を確保します。 

② 土地の利用集積を進めることによって農業経営安定化を図るとともに，農地の有効活用

を進めます。 

③ 家畜排せつ物等の有効利用による，堆肥等の施用や化学肥料・農薬の使用の低減を図り，

生態系や自然環境に配慮した環境保全型農業経営を推進します。 

④ 農地の適切な維持管理などにより，荒廃農地の発生防止に努めます。  

⑤ 農用地内の用排水路などの水利施設の整備に当たっては，環境に配慮するよう努めま

す。 

① 河川や湖沼周辺の自然を保護する意識の高揚を図ります。 

② 多様な生物が生育できる水辺づくりや水質浄化機能の向上を図るため，河川や水路の整

備に当たっては，多自然工法※など，環境に配慮した工法を採用します。 
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(3) 緑や自然とのふれあいの促進 

  市街地における緑を保全し緑化の推進を図るため，「盛岡市緑の基本計画※」に基づき公園

の緑地の保全や整備を進めるほか，緑や自然とのふれあいを促進するため，エコアス広場や

近郊自然歩道，森林公園の維持管理に努めるなど，自然を体験できる場の保全・創出を推進

します。 

 

ア 緑の保全と緑化の推進 

  
 

イ 身近な自然とのふれあいの促進 

   

① 希少野生動植物の保護を図るため，関係機関と連携し，生息・生育環境の保全・再生を

進めるとともに，開発事業者に対し，自然環境への配慮に関する指導を行います。 

② 既存生態系の維持を図るため，外来種による被害対策を推進します。 

③ 野生鳥獣と人が共存するための施策を推進し，農作物や生活環境への被害を防止するな

ど，野生鳥獣との適切な関係の構築に努めます。 

④ 鳥獣保護区等の設定については， 関係機関と連携して適切に設定します。 

⑤ 動植物の生息状況などの調査を継続的に実施し，野生動植物の把握や保護に努めるとと

もに，野生動植物の保護に関する啓発を行います。 

⑥ 動植物の生息・生育環境が孤立しないよう，水と緑のうるおいのあるまちづくりを推進

します。 

⑦ 渡り鳥が活動する河川，湖沼，水田などの保全に努めます。 

⑧ 開発行為等に当たっての自然環境への配慮の促進を図ります。 

⑨ 河川や水路の整備に当たっては，多自然工法など水辺の環境の保全や緑の創出に配慮し

た工法を採用します。 

⑩ 環境保護地区などの新たな指定や拡大について検討するとともに，その維持管理の支援

を行います。 

⑪ 動植物の生息状況などの調査を継続的に実施し，生息・生育環境の状態の把握に努めま

す。 

① 「盛岡市緑の基本計画」に位置付けられている施策を推進し，緑の保全と緑化の推進を

図ります。 

② 風致地区※などの指定により，良好な緑の保全に努めます。 

③ 緑地協定の締結を促進し，緑豊かな住宅地の形成に努めます。 

④ 自治会等へ花苗を支給し，公園等の緑化美化を進めます。 

⑤ 街路樹や緑地帯等の適切な管理，更新に努めます。 

① 森林公園や自然観察林などの野外レクリエーション施設や自然散策路など緑や生き物

とのふれあいの場の創出・整備に努めます。 

② 河川やダム湖周辺などの親水空間の創出・整備に努めます。 

③ 自然とのふれあいの場として，また農作業の体験の身近な場として市民農園や学校農園

の開設を支援します。 
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５  生活環境 

 

基本方針５ 健康で安全かつ快適な生活を営むことができる 

良好な環境の確保 
 

関連するＳＤＧｓのゴール  

 
 

  環境施策において，私たちを取り巻く環境を良好な状態に保つことは，最も基本となるもの

です。水や大気が安全であるとともに，盛岡らしさを醸し出す美しい景観のまち並みや眺望，

歴史的・文化的遺産が守られることで，健康で安全かつ快適な生活を営むことができます。 

 

【総合的な指標】 

指標 単位 

令和元年度 

（2019年度） 

実績 

令和 12年度 

（2030年度） 

目標値 

目指す方向 

まちづくり評価アンケート調査で

「清潔で衛生的，公害がないといっ

た点で，きれいなまちだと思う」と 

答えた市民の割合 

％ 78.5 80.0 
 

 

【管理指標】 

指標 単位 

令和元年度 

（2019年度） 

実績 

令和 12年度 

（2030年度） 

目標値 

目指す方向 

大気の環境基準※適合率 

（適合地点数/測定地点数） 
％ 97.6 100.0 

 

水質の環境基準適合率 

（適合地点数/測定地点数） 
％ 94.3 100.0 

 

騒音の環境基準適合率 

（適合地点数/測定地点数） 
％ 89.0 100.0 

 

生活環境に関する苦情件数 件 57 45 
 

景観計画の基準に適合した建築行為

等の割合（基準に適合した建築行為

等の件数/届出件数 

％ 100.0 100.0 
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 (1) 安全・安心な生活環境の保全 

   人間の日常生活や事業活動，自動車交通に起因する環境負荷には，排出ガスを原因とする

大気汚染，事業場からの騒音・振動や悪臭，河川などへの排水や地下水の汚染による水質汚

濁などのほか，排出される二酸化炭素による気候変動への影響などがあります。私たちが安

全・安心な生活を営んでいくためには，私たちを取り巻くこのような環境が良好でなければ

なりません。 
 

ア 環境負荷に関する総合的な対策の推進 

 
  

イ 大気汚染，有害物質などの対策の推進 

  
 

ウ 水質，土壌汚染の対策の推進      

  
 

 

エ 騒音・振動・悪臭への対策 

① 協定などにより事業場の公害防止を図ります。 

② 苦情が寄せられた事業場に対しては，公害防止設備の設置等の指導に努めます。 

① 大気汚染防止法，県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関する条例に

基づき，事業場からのばい煙※の発生抑制などの指導に努めます。 

② ダイオキシン類※対策特別措置法に基づき，焼却炉などから発生するダイオキシン類の

排出抑制のため監視や指導に努めます。 

③ アスベスト※の適正処理に関する啓発を進めます。 

④ 市域の空間放射線量の測定については，定点 14 か所の測定を実施するほか，簡易型

放射線測定器の貸出しを継続し，市域の放射線の状況を監視するとともに，「広報もり

おか」や市のホームページを通じて放射能関連情報を分かりやすく提供し，市民の不安

解消に努めます。 

⑤ 大気環境について監視を継続し，測定データを，市のホームページなどで公表します。 

⑥ 酸性雪調査などの継続的測定を実施します。 

 

➀ 土壌汚染対策法，水質汚濁防止法，県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保

全に関する条例に基づき，土壌汚染の調査・対策等の指導，汚染情報の管理を行います。 

② 水質汚濁防止法，県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関する条例に

基づき，排水の適正管理の指導に努めます。 

③ 水質汚濁防止法に基づき，地下水質の汚濁防止の指導を進めるほか，地下水の水質の監

視を行います。 

④ 水質汚濁や土壌汚染が発生しないよう，有害物質を使用している事業場に対する監視を

行います。 

⑤ 河川や土壌等の有害物質について，適正な監視箇所，測定項目による監視を行います。 

⑥ 水質の状況について県と連携し，監視箇所や監視項目の充実を図ります。 

⑦ 畜産業者に対して堆肥からの地下浸透の防止の指導を進めます。 

⑧ 河川への油流出事故などの未然防止について啓発を進めます。 

⑨ 洗剤の適正使用など生活排水対策の普及・啓発を進めます。 

⑩ 汚水処理施設の整備を進めます。 

⑪ 低毒性農薬の使用や農薬使用量の削減など農薬や化学肥料の適正使用の啓発に努めま

す。 
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オ その他の公害への対策 

  
 

 

(2) 魅力的な景観の保全・形成 

山並みの眺望，田園風景や歴史を感じさせるまち並みなど，良好な景観を構成する要素を

生かしながら，「盛岡市景観計画※」の景観形成指針及び景観地区の認定基準に則し，建築物

等の良好な景観形成を促進するほか，自然環境と歴史的環境が調和した盛岡らしい景観の保

全・形成に努めます。 

  

ア 良好な景観の保全・形成 

  
 

イ 歴史的・文化的環境の保存・活用 

  

➀ 騒音規制法，振動規制法，県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関す

る条例に基づき，事業場，建設作業などにおける騒音・振動の防止の指導に努めます。 

② 幹線道路沿道において，緩衝帯としての機能を担うような土地利用の誘導を図るなど，

後背地の居住環境の保全に努めます。 

③ 街路樹，緩衝緑地など騒音・振動などを低減させるための施設整備に努めます。 

④ 低騒音舗装など道路構造の改良に努めます。 

⑤ 騒音・振動について監視を継続します。 

⑥ 悪臭防止法に基づき，事業場からの悪臭の防止について，指導に努めます。 

⑦ 日常生活における騒音や悪臭の防止など，近隣型公害※に対する意識の啓発に努めま

す。 

➀ 日照阻害，電波障害などの未然防止を図るため，中高層建築物などの建築における事

前指導を行います。 

② 光害，電磁波に関する情報を収集するとともに，自然環境や生活環境への影響を最小

限にするように適切に対応します。 

③ 人工的な強い香りが原因となる香害について啓発を進めます。 

➀ 景観法に基づく届出審査を通じて，景観計画の景観形成指針に則し，建築物や工作物の

景観形成を促進します。 

② 屋外広告物条例及び景観計画の基本方針に則し，良好な屋外広告物の景観形成を促進し

ます。 

③ 土地利用計画に基づく土地利用の適正化を図るなど，森林や農地の保全に努め，山並み

や田園景観を保全します。 

④ 景観計画の景観形成指針及び景観地区※の認定基準に則し，歴史的なまち並み等，景観

上重要な地区の良好な景観の形成を促進します。 

⑤ 歴史的建造物などの歴史的景観と調和したまち並みの形成に努めます。 

⑥ 公共施設については，デザインや色彩などに配慮し，良好な景観の形成を推進します。 

⑦ 景観についての表彰制度の充実，シンポジウム※の開催など景観形成への啓発を進めま

す。 

⑧ 電線類の地中化の促進を図ります。 

① 歴史的・文化的遺産について，文化財や景観重要建造物等の指定を進めるとともに，

維持管理の支援を行います。 
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本市の「めざす将来像」を実現し，良好な環境を将来の世代に引き継ぐためには，市が環境施

策を推進していくとともに，市民・事業者がそれぞれの立場で，環境問題について正しく理解し，

日常生活や事業活動において，これまでの暮らしを見直し，環境のために何ができるか，何をす

べきかを考え，自主的かつ積極的に環境への負荷の低減を目指して取り組むことが必要です。   

このことから，市民・事業者それぞれの環境に配慮した具体的な行動の例を示します。 
 

１ 市民による環境への配慮行動 

(1) 協働・継承 

私たち一人ひとりが身近な地域の環境や地球規模の環境問題について関心を持ち，理解を深

め，実際に環境を守るために行動することが重要になっています。 

これらを実現するためには，次のような環境に配慮した行動を進めていかなければなりませ

ん。 

【配慮の例】 

  
   

① 私たち一人ひとりの暮らし方が環境に影響を与えることを自覚し，身近な環境の状

況に関心を持つように努める。 

② 地球環境問題に関心を持ち，環境学習の場や機会への参加に努める。 

③ 環境啓発イベントや農林業体験型のイベントヘの参加に努め．環境や農林業の現状

や役割について理解を深めるように努める。 

④ 市，事業者，環境ＮＰＯ，教育機関などが発信する環境情報に興味・関心を持ち，

情報に接するように努める。 

⑤ 暮らしの中で自分にできることに気づき，進んで実践するよう努める。 

⑥ 家族や友人などとの会話で身近な環境や環境問題について話題とするなど，環境に

関心を持つ人の輪を広げるように努める。 
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 (2) 気候変動 

地球環境問題は，一つ一つの取組の成果は小さくても市民一人ひとりが市域全体で取り組

むことによって大きな効果となり，解決につながります。 

身近な省エネ活動を心がけ，無理のない範囲で継続して取り組んでいくことが重要です。 

 

【配慮の例】 

  
  

(3) 循環型社会 

ごみを減らす生活への見直しや環境への負荷の少ない製品の利用などを行うとともに，省

資源や省エネルギーに配慮した行動などに努めることが求められています。 

これらを実現するためには，次のような環境に配慮した行動を進めていかなければなりま

せん。 

 

【配慮の例】 

  
 

 

① 節水を心がけ，風呂の残り湯を洗濯に使用するなど，一度使った水の再利用に努め

る。 

② 近距離の場合には徒歩又は自転車での移動に，遠距離の場合には公共交通機関での

移動に努める。 

③ 低公害車や低燃費自動車の購入に努める。また，自動車の使用に当たっては，エコ

ドライブに努める。 

④ 農産物は地域で生産したものや旬のものを選ぶことによって，生産や流通における

エネルギーの消費を抑える。 

⑤ 電力契約については，金額だけでなく，環境への配慮や地域貢献も考慮して，電力

会社を選ぶ。 

⑥ 電気製品の買い替えの際には，省エネ型製品の購入に努める。 

⑦ 家庭用電気製品や照明のスイッチをこまめに消すなど，省エネ行動に取組む。 

⑧ 建築物などの計画に当たっては，断熱性，気密性，耐震性，自然採光，通風への配

慮に努める。また，再生可能エネルギー設備の導入を検討する。 

⑨ こまめな水分・塩分の補給や扇風機・エアコンを適切に使用し，熱中症対策に努め

る。 

⑩ グリーンカーテン※により，夏の節電に取り組む。 

⑪ 浸水想定地域や避難に関する情報収集に努め，災害への備えを確認する。 

① 使い捨て型の消費生活を見直し，買い物袋を持参するなど不要なものを持ち込まな

い努力をするとともに，商品の購入に当たっては，エコマーク商品，グリーンマー

ク商品※など再生品，詰め替えが可能な製品，長期間使用できる製品の購入に努める。 

② 未利用食品の廃棄，食べ残しを減らし，発生した生ごみは堆肥にするなどの工夫に

より，生ごみの排出量を減らすよう心がける。 

③ 空き缶・空きびん，ペットボトルなどの分別に協力するほか，地域での資源集団回

収活動に参加・協力する。 

④ 廃棄物問題に関心を持ち，環境学習の場や機会への参加に努める。 
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 (4) 自然環境 

自然環境や野生動植物の保護・保全活動などに参加・協力し自然への理解を深めることや，

生態系の一員として自然生態系を守るように心がけることが求められています。 

これらを実現するためには，次のような環境に配慮した行動を進めていかなければなりま

せん。 

 

【配慮の例】 

  
 

 

 (5) 生活環境 

自らが健康で安全に生活する上で，日常生活における環境への負荷の低減のために，公共

交通機関の利用，自動車の適正使用，環境美化活動など身の回りからできることを行うよう

にすることが求められています。 

これらを実現するためには，次のような環境に配慮した行動を進めていかなければなりま

せん。 

 

【配慮の例】 

  
  

① 河川や森林など自然環境や野生動植物の保護・保全活動，環境学習などへの参加・

協力に努め，自然への理解を深めるよう心がける。 

② 河川や森林などで，ごみを捨てたり，野生動植物を傷つけたりしないようにする。 

③ 地域の生態系を保全するため，特定外来生物のオオハンゴンソウについて，市民に

周知を行うとともに，ブラックバスなど移入種を河川や湖沼に放さないようにする。 

④ 生け垣の設置や庭木の植栽，ハンギングバスケット※などにより，自宅の緑化・美化

に努める。 

⑤ 身近な歴史的・文化的遺産，野生動植物の生息・生育する水辺などそれぞれの地域

が有している環境の保全活動に参加・協力する。 

⑥ 温泉入浴に加えて，周辺の自然や歴史，文化などに触れることによって，環境への

意識を高める。 

 

① 洗剤の適正使用など，家庭排水からの環境への負荷を減らすよう心がける。 

② 公共下水道事業や農業集落排水事業の対象区域外では，合併処理浄化槽などの汚水

処理施設の設置に努める。 

③ 音響機器などの家庭電気製品は，使用時間帯や音量に，冷援房の室外機は，設置場

所や防音設備の設置に配慮し，近隣への騒音防止に努める。 

④ ごみの分別や排出ルールを守るとともに，空き缶やペットボトル，吸い殻などごみ

のポイ捨てをしないようにする。また，ペットの排せつ物を適切に処理する。 

⑤ 町内の美化活動，ごみの持ち帰り，資源の回収などの環境保全活動や環境学習など

に参加・協力するとともに，身の回りからできる環境保全活動に取り組むよう心が

ける。 

⑥ 建築物などの計画に当たっては，規模やデザインなどに配慮し，周辺景観との調和

に努める。 

⑦ 野生鳥獣や野良猫などへの餌付けをしないことを徹底することで，感染症の防止や

生活環境の保全に努める。 
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２  事業者による環境への配慮行動 

 (1) 協働・継承 

長期的に継続し，持続可能な社会を実現するためには，環境と経済が両立することが重要で

す。また，事業者の立場からの環境保全活動への参加・協力・支援などに努めることが求めら

れています。 

これらを実現するためには，次のような環境に配慮した行動を進めていかなければなりませ

ん。 

 

【配慮の例】 

  
 

  

① 自らの事業活動の環境に与える影響や環境とのかかわりについて，理解と認識を深

めるため，環境教育や研修の実施に努める。 

② 環境問題に対し，組織的かつ計画的な取組を進めるため，環境マネジメントシステ

ムや環境活動評価プログラム※の導入など体制の整備に努める。 

③ 市，民間団体などが行う環境保全活動や環境学習などへの従業員の参加を促進する

ため，支援制度の整備に努めるほか，環境保全活動への協力に努める。 

④ 事業活動の中での環境に関わる情報については，市，市民，民間団体などへの提供

に努める。 

⑤ 町内の美化活動，歴史・文化の保全・継承など環境の保全活動において，事業者の

立場から参加・協力・支援に努める。 
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 (2) 気候変動 

事業活動に伴う省エネルギーなどの取組は，燃料使用量の削減によってコスト削減になる

ほか，環境への配慮を行う活動は企業イメージのアップにつながります。 

   また，環境にも配慮した事業活動の実践が求められています。 

 

【配慮の例】 

  
 

  

① 大型車を含め自動車の導入に当たっては，ハイブリッド車や電気自動車などの低公

害車や低燃費自動車の導入に努める。 

② 公共交通機関の利用を進めるとともに，自動車の使用に当たっては，効率的な運行

に努め，エコドライブや駐車時のアイドリングストップの実施など適正運転に努め

る。 

③ 原材料や部品の適切な管理，多頻度少量配送の見直し，効率的な発注・発送システ

ムの構築を図るなど，物流の合理化と自動車交通量の抑制に努めるとともに，輸送

効率を高めるよう配慮する。 

④ 再生可能エネルギーの利用に努めるとともに，環境負荷の少ないエネルギー源の採

用に努め，電力契約においては環境への配慮や地域活性化も考慮して電力会社を選

ぶ。 

⑤ 建築物の計画に当たっては，断熱性，気密性，耐震性，自然採光，通風ヘの配慮に

努める。 

⑥ 施設内の製造機械，空調機，オフィス機器，照明器具などについては，省資源，エ

ネルギー効率などを考慮した設備の導入・更新に努めるとともに，適正な冷暖房温

度の設定など効率的な利用と適切な維持・管理を進める。 

⑦ 運輸業においては，停留所の改善，低床バスの使用などにより，利便性の向上を図

り，人の移動を公共交通へ誘導するよう努める。 

⑧ 浸水想定地域や避難に関する情報収集に努め，災害への備えを確認する。 
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(3) 循環型社会 

生産者は，自らが生産した製品が使用され，廃棄された後においても，その製品の適正な

リサイクルや処分について一定の責任を負います。そのため，廃棄物等の発生抑制や循環的

な利用を進めていかなければなりません。 

 

【配慮の例】 

  
 

 

(4) 自然環境 

私たちの日常生活や事業活動が，自然環境に対して負荷を与えていることを認識し，環境

保全に配慮していく必要があります。 

  

① 用紙類の再利用や両面コピーの徹底，空き缶・空きびん・ペットボトル・古紙類な

どの分別の徹底を図るなど，ごみの発生抑制，再利用に努める。 

② 会議資料のペーパーレス化を図るなど，用紙類の削減に努める。 

③ 調度品や消耗品などについて，再生品，詰め替えや再利用ができる製品などの購入

に努める。 

④ 宣伝用のチラシなどは再生紙を利用するとともに，減量化に努める。 

⑤ 製品の梱包材の材質は再生品や再生利用が容易なものの採用に努める。 

⑥ 建設業においては，建設資材は再生品や再利用可能なものを使用するよう努めると

ともに，型枠の使用に当たっては，熱帯産材などの輸入木材型枠の使用を減らし，

再利用可能なものの使用に努める。 

⑦ 建設業においては，建設残土や建設廃棄物の減量化，有効利用を図るとともに，そ

の適正処理に努める。 

⑧ 製造業においては，製品などの研究開発や設計の段階から，その製品が流通・消費・

廃棄において人や環境に与える影響を事前に検討評価し，環境への負荷の低減，省

資源，省エネルギー，リサイクル性などを考慮したものとなるよう努める。 

⑨ 製造業においては，生産・製造工程での廃棄物の原材料への再利用，再生品の使用，

省資源，省エネルギー化を進める。また，使用済製品の回収体制を整備し，再生使

用に努める。 

⑩ 卸売業・小売業においては，エコマーク商品や再生品，詰め替え可能な製品などの

環境への負荷の少ない製品の取扱商品数を増やすよう努める。 

⑪ 卸売業・小売業においては，商品の簡易包装に努めるとともに，買い物袋などの持

参を呼びかける。 

⑫ 卸売業・小売業においては，再資源化のため，空びんや空き缶，ペットボトル，紙

パック，トレイなどの店頭回収に努めるとともに，製造業者との連携による資源回

収の仕組みづくりに努める。 

⑬ 廃棄物に対する責任は，排出事業者にあることを自覚し，廃棄物の分別の徹底を図

るとともに，産業廃棄物については，マニフェスト※を使用し，最終処分方法など産

業廃棄物が適正に処理されたことを確認する。 



 

第６章 主体別の環境への配慮行動 
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【配慮の例】  

  
 

(5) 生活環境 

事業者には，資源やエネルギーの使用段階・廃棄段階での公害の防止といった環境への負荷

の低減をめざした取組が求められています。 

これらを実現するためには，次のような環境に配慮した行動を進めていかなければなりませ

ん。 
 

【配慮の例】 

 

① 林業経営の安定と自然環境の保全のため，地域産材の使用に配慮する。 

② 間伐など森林の適正な管理に努める。 

③ 伐採後は植林を行うよう努める。 

④ 農地の多様な公共的機能に配慮し，耕作を放棄しないよう努める。 

⑤ 除草剤や殺虫剤などの使用に当たっては，種類，使用方法などに留意し，生態系に

配慮した適正使用に努める。 

⑥ 施設の設計に当たっては，自然の改変を最小限にとどめるよう努める。 

⑦ 敷地内の緑化や美化に努める。 

① 原材料や部品の適切な管理，多頻度少量配送の見直し，効率的な発注・発送システ

ムの構築を図るなど，物流の合理化と自動車交通量の抑制に努めるとともに，輸送

効率を高めるよう配慮する。 

② 事業場などから発生する大気汚染，水質汚濁，土壌汚染，騒音，振動，悪臭などの

どの公害を防止するため，定められた防止対策を実施するとともに，周辺の環境へ

の影響をより低減させるよう努める。 

③ 融雪剤の使用に当たっては，種類や使用方法などに留意し，適正使用に努める。 

④ 音響設備や拡声器は，適度な音量で使用し，適切な防音設備の設置に努める。また，

冷暖房の室外機は，適切に配置し，防音設備の設置に努める。 

⑤ 店舗など周辺でのごみの散乱を防止し，環境美化に努める。 

⑥ 有害な化学物質を保管・使用している事業場においては，災害・事故発生に備えた

安全対策やその保管・使用などにおける適正な管理を図るほか，排出削減や施設整

備に努める。 

⑦ 除草剤や殺虫剤，化学肥料などの使用に当たっては，種類，使用方法などに留意し，

適正使用に努める。 

⑧ 建築物などの計画に当たっては，日照阻害や電波障害の影響が生じないよう配慮す

る。また，規模やデザインなどに配慮し，周辺景観との調和に努める。 

⑨ 屋外照明の種類，位置，照明時間について，周辺環境への影響に配慮する。 

⑩ 畜産業においては，畜舎の適正管理，糞尿処理施設の設置などにより，水質汚濁や

悪臭の防止を進める。 

⑪ 建設業においては，工事に伴う大気汚染，騒音，振動について，工法の工夫や適切

な機械の採用により低減に努める。 

⑫ 建設業においては，河川周辺の工事に伴う土砂や濁水の流出に注意し，下流の水，

河川における生態系などへの影響の低減に努める。 

⑬ 建設業においては，建築物などの改修・解体に当たって，アスベストの適正処理や

フロンの回収・破壊を進める。 
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第７章 計画の推進



 

第 7 章 計画の推進 
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１ 計画の推進体制 

  本計画に掲げられた市の施策は，それぞれの事業を担当する部局で実施されますが，地域の

良好な環境は，各施策を総合的に推進することにより保全・形成され，個々の施策の実施状況

は，他の施策の実施にも影響するという関係性にあります。 

実行性を伴う計画推進のため，本計画に示された環境施策の基本的方向に沿った施策の実施

状況を把握して達成度合いの評価を行い，次の施策の実施に活かすとともに，関係する施策の

総合的な調整を図る必要があります。 

このことから，本市の環境施策の庁内推進組織である「盛岡市環境基本計画推進委員会」に

おいて，本計画に掲げる施策と各部局等が実施する施策や事務事業との連携の確保や実施状況

の把握，情報の交換，共有を行うなど，庁内が一体となった環境施策の取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

盛岡市環境基本計画（第三次） 

市 

 

・環境対策，分野横断的な取

組 

・環境に配慮する上での指針

に沿った取組 

・率先実行の取組 

推進委員会 

計 画 の 見 直 し 

審 議 会 

点検・評価 

事業者・市民 

 

・各種取組 

・環境に配慮する上での指針

に沿った取組 

年次報告書 

周辺市町村，県，国 

参加・協働 

情報の提供 

連携 

報告 報告 提言 
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２ 他の自治体などとの連携 

地球環境問題や大気汚染，水質汚濁などの環境問題は，本市の行政区域を超えた広域的な対

応が必要となっています。また，問題の解決のためには，専門の調査研究を必要としたり，市

の権限では対応できない場合があります。このため，広域的な環境問題に対しては周辺市町村

や県，国との連携や協力のもと，広域的な視点からの取組を推進していきます。 

 

３ 計画の進行管理 

計画の進行管理においては，めざす将来像や目標の達成状況，施策の実施状況を点検・評価

し，その結果により明らかになった課題を速やかに事業展開に反映するための仕組み（ＰＤＣ

Ａサイクル※）を進めます。 

また，ＰＤＣＡサイクルは，計画全体，担当部署・分野横断的な取組を推進する組織ごと及

び施策ごとなど重層的なサイクルを効率的・効果的に運用し，計画全体で円滑なＰＤＣＡサイ

クルとなる運用を目指します。 

大気や水質などの測定，自然環境調査，環境の状況に対する市民の評価に関する調査などを

実施し，環境の状況を把握するとともに，これら環境の状況や，本計画に基づいて市が講じた

環境の保全及び創造に関する施策の実施状況を取りまとめ，年次報告書を作成し，公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画における PDCAサイクル（イメージ） 

Plan 
環境基本計画
策定・改訂

Action 
取組，計画
の見直し

Check 

点検と評価

Do 
計画の実施・推進

Plan 

Action 

Check 

Do 

施策の実施

Plan 

Do 

Check 

Action 

 

ＰＤＣＡ 

部署・組織ごとに運用する 

施策のＰＤＣＡ 
計画全体の 

ＰＤＣＡ 


